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第１章	 序論 
 

 

１.	 はじめに 

	 近年、日本における「グローバル人材」育成に関する議論が活発化している。グローバル人材と

は、「世界を舞台に活躍できるタフネスとグローバルな視点、異文化（クロス・カルチャー）に対

する深い理解と教養を併せ持つとともに、新しい成長・質的転換モデルを見出し、具現化する人材」

［経済産業省 2012a:1］のことであるとされる。日本においてグローバル人材が求められるように

なった背景には、地球的規模で進展するグローバル化の影響がある。ここでいうグローバル化とは、

「政治や経済のみならず社会や文化、医療、環境、食の安全などのほとんどあらゆる分野で、人、

モノ、カネ、情報などが大規模かつ迅速に移動して地球全体があたかも一つになるような現象」［上

杉 2014:1］のことである。この現象は、経済や教育などのさまざまな側面における各国間の競争を

強めた。こうしたグローバル時代のなかにあって、日本では将来的な自国の発展に寄与できる人材

として、あるいは成長のエンジンたりうる人材として、グローバル人材が求められるようになった

のである。 

	 現在、日本政府は中長期的な国家戦略のもとでグローバル人材育成を推進しているが、日本にお

けるグローバル人材育成のあり方についてはいくつかの問題点があると指摘されている。その 1 つ

が、「若者の内向き志向」の実態に関する検討・分析の不足である［e.g. 藤山 2012:140-141; 太田 

2014:4; 佐久間 2013:191］。若者の内向き志向（以下、内向き志向）とは、「若者の海外への興味や

関心の低さ、実際に留学していないこと、母国である日本にとどまっていること、留学に対する積

極的な姿勢が見られないなど、若者の思考や判断、態度、パーソナリティ等の傾向」［小島ほか 

2014:22］を指した言葉であり、近年日本の若者の間でこのような傾向が顕在化しているとされる。

政府は、グローバル人材に求められる能力・資質として、語学力やコミュニケーション能力、主体

性・積極性、チャレンジ精神、協調性・柔軟性、責任感・使命感、異文化に対する理解と日本人と

してのアイデンティティなどをあげているが［文部科学省 2012:8］、これらの能力・資質を身につ

けるにあたっては、海外留学や海外赴任などによって異文化の空気を肌で感じることが有意に働く

ことは論を待たない。他方、内向き志向の強まりは若者の海外渡航の敬遠を意味し、結果的にグロ

ーバル人材の育成を阻む可能性をはらんでいる。このような観点から、政府は内向き志向をグロー

バル人材育成における課題の 1 つとしてみなし、その克服に精力的に取り組んでいるのである。 

	 しかし、日本の若者は本当に内向き化しているのであろうか。また、内向き志向は本当にグロー
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バル人材の育成を阻みうるのであろうか。これまで内向き志向の実態に関してはさまざまな指摘が

なされてきた。たとえば、グローバル人材育成を産学官関係の歴史的変容の視角から考察した藤山

は、内向き志向の論拠となっている統計の解釈が恣意的であり、内向き志向の言説のみで現状を認

識することは望ましくないと指摘した［藤山 2012:140-141］。また、内向き志向を学生の国際志向

の視角から考察した横田と白圡は、若者自身が内向き化しているのではなく、日本社会全体が内向

き、後ろ向き、下向きになっていることこそが彼らを内向きにさせた要因であると述べ、グローバ

ル人材育成に向けて克服されるべきはそうした日本社会全体の内向性や閉塞感であると指摘した

［横田ほか 2013:88-89］。他方、内向き志向を日本における価値観の変容に着目して考察した鈴木

は、内向き志向はローカルな社会貢献意欲の高まりであると考察し、その実態に関する新たな見方

をもつべきであると指摘している（1）。 

	 たしかに、私たちがグローバル人材育成の有効な方法を探ろうとすれば、やはり若者たちが実際

に海外に出てマイノリティーとして活動することが必要となってくる。しかし、以上の指摘を鑑み

れば、内向き志向の実態に関する定見が定まっていないことは明らかである。にもかかわらず、そ

れに関する十分な検討・分析を欠いたまま内向き志向の克服をグローバル人材育成における一種の

至上命題のごとく掲揚するのは早計であろう。以上をふまえると、グローバル人材育成を推進する

に際しては、内向き志向の実態に関するより慎重な検討・分析がなされる必要があるといえる。 

	 そこで、本稿は内向き志向の実態を明らかにすることを通して、グローバル人材育成のあり方を

再考することを目的とする。具体的には、まず、内向き志向に関する先行研究の検討・分析に加え、

近年注目を集めている「地域おこし協力隊」に注目する筆者独自の視角から内向き志向を検討・分

析し、それらを包括的に考察することで内向き志向の実態を明らかにする。地域おこし協力隊（以

下、協力隊）とは、端的に、過疎化や高齢化の進行が著しい市町村などにおける地域力の維持・強

化を目的に、2009 年に総務省によって設立された事業である（2）。そして結論では、本稿における

議論をふまえたうえで、現代日本における今後のグローバル人材育成の展望について筆者の私見を

交えながら論じる。 

 

２.	 地域おこし協力隊と本稿における議論の適合性 

	 協力隊と本稿における議論との適合性については、次の 2 点があげられる。第一は、参加者の年

齢が若いことである。隊員の具体的な平均年齢は公表されていないが、総務省のウェブサイトによ

れば全隊員の約 8 割を 20 代と 30 代の若者が占めているとされ（3）、その平均年齢は概ね低いと指摘

できる。本稿は「若者」の内向き志向の実態を明らかにする事を目的としているが、そのためには
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若者の語りを分析することなどを通して、若者自身の視点からそれに迫ることが重要となる。隊員

の語りは若者の語りと解釈することができるため、その意味で協力隊は本稿における議論と適合性

があるといえる。 

	 第二は、協力隊に対する社会的注目の高まりである。表 1 は、協力隊の隊員数および実施自治体

数の推移をまとめたものである（表 1）。これを一見すればわかるように、年度を経るごとに隊員数

は着実に増加しており、2014 年には 1,511 人を記録（2014 年度の前年度比増加率は 54%）した。ま

た実施自治体数も 2009 年の 31 団体から 2014 年の 444 団体へと急増しており、これらの数字から

は協力隊に対する社会的関心の高まりがうかがえる。一方で、隊員が日本に残って地域（内）に飛

び込むという意味において、同制度は内向き志向を考察するうえでなんらかの示唆をもつと考えら

れるが、筆者が管見する限り、協力隊に注目して内向き志向の実態を考察した先行研究はない。ま

た同様に、隊員は主体的に視線を内側に向けているが、そのような若者に注目して内向き志向の実

態を探ることを試みた研究も少ない。以上 2 点の適合性をふまえて、本稿は内向き志向の実態を考

察するにあたって協力隊に注目することにした。 

 

表１	 地域おこし協力隊の隊員数および実施自治体数の推移 

年度 隊員数 実施自治体数 うち都道府県数 うち市町村数 

2009 89 31 1 30 

2010 257 90 2 88 

2011 413 147 3 144 

2012 617 207 3 204 

2013 978 318 4 314 

2014 1,511 444 7 437 

（総務省のウェブサイト(4)より筆者作成） 

 

３.	 研究方法と章構成 

	 本稿は、グローバル人材、ならびに内向き志向に関する文献、ウェブサイト、統計資料、学術資

料などを通じて行う。また、内向き志向の実態を考察する際には、地域おこし協力隊のウェブサイ

ト上で公開されている参加隊員らのインタビューに注目し、そこから彼らの特徴的な語りをいくつ

か抽出し、検討・分析を加えていくこととする。 

	 以下、本稿の章構成を述べる。第 2 章では、本稿の前提となるグローバル人材育成の基本的な概
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念構造およびその育成に関する主な問題点を明らかにする。具体的には、まず、日本におけるグロ

ーバル人材育成の歴史について言及し、グローバル人材が求められる以前に標榜されていた「国際

人」および「高度人材」という 2 つの人材概念も含めてその変遷を概観する。次に、現在政府が掲

げるグローバル人材の人材像（以下、グローバル人材像）の詳細、そしてその育成に向けて展開さ

れている取り組みの 2 点について政策的見地から整理する。そして最後に、グローバル人材育成に

関するさまざまな指摘を紹介し、先述した内向き志向の実態に関する検討・分析の不足を含め、グ

ローバル人材育成に関する主な問題点を明らかにする。第3 章では、内向き志向の実態を考察する。

具体的には、まず、先行研究の検討から内向き志向を考察し、次に、協力隊に注目する筆者独自の

視角から内向き志向について検討・分析を加える。第 4 章では、まず、第 3 章での議論に基づきな

がら内向き志向の実態を明らかにする。そして次に、グローバル人材育成の枠組みと本稿で析出し

た内向き志向の実態のつながりをふまえたうえで、今後のグローバル人材育成の展望について私見

を述べることで結論とする。 
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第２章	 グローバル人材の出自と現在 
 

 

１.	 グローバル人材育成をめぐる背景 

	 日本におけるグローバル人材のような「外向き」を意識した人材の育成は今に始まったことでは

ない。1990 年代には「国際人」なる人材の育成が標榜され、2000 年代後半には「高度人材」なる

人材の獲得および育成が推し進められていた。藤山などによれば、そうした外向き人材育成の歴史

は次の 3 つの時期に大別することができる［e.g.藤山 2012; 金原 2008; 佐藤 2011］。ここでは、下

記の分類に基づきながらグローバル人材育成をめぐる背景について説明を加える。 

 

（1）1990 年代〜2000 年代前半－国際人の育成－ 

（2）2000 年代後半〜2010 年－高度人材の獲得および育成－ 

（3）2010 年〜現在－グローバル人材の育成－ 

 

（1）1990 年代〜2000 年代前半－国際人の育成－ 

	 1）国際化時代の始まり 

	 1990 年代、日本では国際化の機運が高まっていた。ここでいう国際化とは「グローバル化の反応

装置」［太田 2011a:2］であり、換言すれば、グローバル化へ対応していく過程である。その背景に

あったのは、市場の自由化や規制緩和の進展に代表される日本経済の構造転換であった。1980 年代

初頭、日本は世界第 2 位の経済大国にまで成長し、経済の好調期をむかえていた。しかし、1980 年

代後半には日本経済に大きな影響をおよぼす 2 つの出来事が生じた。1985 年のプラザ合意と、1989

年から始まった日米構造協議である。プラザ合意とは、日米英独仏の 5 カ国間において策定された

ドル高是正にむけた一連の合意事項のことである［勝又 2013:45］。これは、日本企業の海外投資ブ

ームを生み出し、資本・モノ・ヒトの国境を越えた移動を活発化させた。他方、日米構造協議とは、

1989 年から 1990 年の間、日米間の貿易不均衡の是正を目的として開催された二国間協議のことで

あり［下川 1991:19-20］、これは日本の内需拡大や市場開放、ならびに貿易黒字の還流を促した。

すると政府は、そうした新たな国内経済情勢に対応するべく、市場の自由化や規制緩和による経済

構造の転換を図り始め、その結果、日本への外国人の流入や日本企業の海外進出が進み、日本の国

際化が進展した［藤山 2012:128-129］。 
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	 2）「内なる国際化」と「外なる国際化」 

	 1990 年代に入ると、政府は国際化を積極的に推進した。たとえば、1986 年版『外交青書』は国

際化の推進に言及し、「自ら積極的に一層の国際化を推進し、世界に開かれた日本を実現すること」

を外交上の重要課題としてあげている［外務省 1986］。具体的には、日本は国際化を 2 つの概念に

分けて推進した。第一は「外なる国際化」であり、これは日本企業の海外進出の促進を通じて推し

進められた。第二は「内なる国際化」であり、これは外国からのモノやヒトを受け入れることを通

して推し進められた［山脇 2008:3］。 

	 しかし、こうした国際化に向けた取り組みの推進は、当時の日本社会における新たな問題を引き

起こした。それは、国内の人的多様性の拡大である。当時の政府は「内なる国際化」の推進に向け

てさまざまな取り組みを展開していた。そうした取り組みの例としては、1983 年より開始された「留

学生 10 万人計画」や、1999 年の入国管理法改正があげられる。「留学生 10 万人計画」とは、教育・

友好・国際協力の実現に向けて 2000 年までに 10 万人の外国人留学生を受け入れることを目標とす

る計画である（5）。また 1999 年の入国管理法改正とは、日系人を含む外国人労働者の積極的な受け

入れを進めるために行われた在留資格の再編などを含む一連の法改正のことである（6）。これらの取

り組みは、外国人留学生や「ニューカマー」と呼ばれる外国人労働者の日本社会への急速な流入を

促した。また、これに加えて「外なる国際化」推進の一環として日本企業の海外進出が進んだこと

により、海外子女や帰国子女が増加したこともあいまって（7）、日本で暮らす人びとの文化的、民族

的、そして個人的なバックグラウンドは多様化し、日本国内の人的多様性が拡大した。これは、日

本の国際化が進んだことの証左である一方で、外国人留学生に対する支援体制の不備、外国人労働

者の賃金格差など、国際化に伴うさまざまな問題を惹起した［藤山 2012:129］。つまり、当時の日

本において、国際化の進展に伴う人的多様性の拡大に対してどのように対応するかということが、

国際化時代における政府や社会全体の課題として顕在化したのである。 

 

	 3）国際人の登場 

	 1990 年代、日本国内の人的多様性が拡大しさまざまな問題が顕在化する一方で、東南アジア諸国

を中心に日本の経済進出、大量の日本製品の市場流通に対する反日運動が展開されるなど、国際的

な摩擦や緊張が生じていた。すると、政府は従来の国際交流が政治的・経済的側面に偏りすぎてい

たことを反省し、教育、文化、スポーツなどを通じた国際交流活動の拡充を図ることによって東南

アジア諸国との緊張を緩和する方法を模索し始めた［文部省 1992a］。具体的には、外国、あるい

は外国人と日本社会をつなぐことができ、かつこの世界のなかの日本人として国際的に信頼と尊敬
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を受けることができる人材を育成し、対外的な緊張関係および人的多様性の拡大に対処しようとし

たのである。そうした人材として当時標榜されたのが、「国際人」であった。 

	 国際人は、文部省によれば、「世界の中の日本人として国際的にも信頼される人間」［文部省 1988］

と定義された。換言すれば、国際人とは「『国際的な活動』あるいは『異文化と接触する機会の多

い活動』を円滑に行える人」［平畑 2014:172］のことであった。また、「国際人」に必要な能力とし

ては、各国固有の歴史・文化・風俗・習慣などに関する理解、外国語能力、日本人としての自覚と

日本の文化や歴史に関する理解があげられた。つまり、国際人とは、「外」に向かっては進出した

先の相手国の文化や考え方を理解でき、「内」に向かっては国内における多種多様な背景をもつ人

びとに対応できる人材のことであった［藤山 2012:130］。 

	 国際人の育成は、具体的な施策によってではなく、「臨時教育審議会」（以下、臨教審）を中心と

する教育の国際化を通して間接的に推し進められた。臨教審とは、1984 年に設立された産業界、財

界、労働界などの民間グループの代表者を含む首相の諮問機関である［藤山 2012:130］。臨教審は、

国際人の育成には教育改革が重要であるとし、大学設置基準の大綱化および簡素化、ならびに海外

子女教育・帰国子女教育、日本語教育、外国語教育などの教育の国際化に関わる諸施策の実施を提

言した［文部省 1992b］。すると、1991 年には大学設置基準の緩和（大綱化）が実現され、「国際」

の名を関する学部が日本各地に設置されるようになった。また、学部の設置のみならず、外国語教

育の充実など、各大学は国際化に寄与すると思われる活動を次々と展開していった［東條 2008:91］。

このように、国際人の育成は日本人学生が上記の能力を身につけることができる環境を整えること

によって進められ、最終的には 2000 年代前半まで続いた。 

	 しかし、2000 年代後半に入ると、政府は人材育成に関する方針を転換した。従来の国際人ではな

く、「高度人材」の育成を推し進めるようになったのである。 

 

（2）2000 年代後半－高度人材の獲得および育成－ 

	 1）「高度人材の卵」としての外国人留学生の獲得と育成 

	 1990 年代後半から 2000 年代前半にかけて、日本は経済の停滞期を迎えていた。その背景にあっ

たのは、日本の対外的な閉鎖性やバブル経済崩壊の後遺症、少子高齢化や社会保障、また雇用に関

する問題などによって生じたある種の閉塞感であった［藤山 2012:132］。 

	 一方で、東アジア地域では、自由貿易協定（Free Trade Agreement: FTA）の急増を背景に、経済成

長や経済の一体化がますます進展していた。たとえば、中国は、2001 年に世界貿易機構（World Trade 

Organization: WTO）の加盟を果たすなど、世界の製造業の中核を担うまでに成長していた。また、
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ASEAN 加盟国も、「ASEAN+3」、「東アジア首脳会議」（East Asia Summit: EAS）、「ASEAN 地域フォ

ーラム」（ASEAN Regional Forum: ARF）など、重層的な地域協力メカニズムの形成によって着実な

経済発展を続けていた。その結果、東アジア地域・各国においては、ヒト、モノ、資本、情報の循

環がとみに活性化し、産業の高度化や資本・サービスの自由化、情報化社会、知識基盤社会への移

行が進むなど、経済的な相互依存が一層深まった［藤山 2012:132］。こうした東アジアのダイナミ

ズムのなかにおいて、日本は次第に同地域内における経済的および政治的な影響力を弱体化させて

いった。 

	 日本国民は、そうした当時の日本の閉塞的な雰囲気を壊し、日本を再び成長軌道に乗せることが

できる政権の誕生を望むようになった。その結果誕生したのが当時の小泉内閣（2001 年〜2006 年）

である。同内閣は「民から民へ」、「民でできることは民で」、「地方でできることは地方で」などの

標語を掲げ、「市場主義」、「資源の効率的配分」、「小さな政府」を目指した構造改革を推し進めた。

すなわち、東アジア地域の経済成長の波に乗り遅れぬよう、日本の新自由主義的な改革にふみきっ

たのである。この改革は、当時大きな問題となっていた不良債権の処理によって日本企業の海外直

接投資を再開させ、とくに 2010 年以降は 1980 年代に次ぐ第二のアジア投資ブームを生み出した。

また、グローバル戦略の展開による FTA の推進、対内直接投資の促進、頭脳流入・外国人労働者

の受け入れ拡大なども実現させた［渥美 2006:21, 23-24］。 

	 こうした新自由主義的な改革によって日本経済は再び活性化し、海外直接投資の増加など、企業

も積極的な活動を展開するようになった。また、それと同時に日本企業の国際化の必要も認識され、

財界を中心に国際化に対応できる人材を求める声が大きくなっていった。しかし、当時の日本では

少子高齢化に起因する国内総人口の減少が深刻化しはじめ、それに付随して将来的な労働人口不足

に対する危機感や懸念も拡大していた。すると、財界は日本企業の国際化や高度化に資する人材を

確保する必要をさかんに発信するようになり、こうした動きをうけて政府は人材育成の方針を転換

した。そうして開始されたのが「高度人材」の育成である［藤山 2012:130, 133］。 

	 高度人材とは、2009 年に内閣府が公表した「高度人材受入推進会議」報告書によれば、「国内の

資本・労働とは補完関係にあり、代替することができない良質な人材」［内閣府 2009:4］であり、

「我が国の産業にイノベーションをもたらすとともに、日本人との切磋琢磨を通じて専門的・技術

的な労働市場の発展を促し、我が国労働市場の効率性を高めることが期待出来る人材」［ibid.; 4］の

こととされている。また、2007 年の経済産業省「グローバル人材マネジメント研究会」報告書では、

高度人材は「日本の企業において、単に労働力を提供するのではなく、経営に参加し、場合によっ

ては企業の幹部となる外国人材」［経済産業省 2007:5］と位置付けられている。このように、高度
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人材は国際人よりもビジネス色が濃いことがその特徴であるが、高度人材の育成は従来の国際人の

育成とその育成対象の点においても大きく異なっていた。すなわち、「高度人材」は実質的には「外

国人」を、また「高度人材の育成」は「外国人の育成」を意味しており、日本人の育成は従来のそ

れほど重視されていなかったのである。さらにいえば、当時の日本が高度人材として認める活動は

出入国管理上かなり制限されており、そうした活動は、「学術研究活動」、「高度専門・技術活動」、

「経営・管理活動」の 3 つのみに限定されていた［藤山 2012:133］。すなわち、日本は高度人材と

して、①基礎研究や最先端技術の研究を行える外国人研究者、②専門的な技術・知識などを活かし

て新たな市場の獲得や新たな製品・技術開発などが担える外国人技術者、③日本企業のグローバル

な事業展開などのため、豊富な実務経験などを活かして企業の経営・管理に従事できる外国人経営

者を求めていたのである。 

	 しかし当然、上述した 3 つの人材は地球的規模の獲得競争が進んでおり、すでに各国がさまざま

な優遇措置を敷いてその獲得に動いていた。また、そうした優秀な人材は元来層が薄いこともあり、

即戦力として一線級の活躍が期待される高度人材を日本企業が獲得することは困難を極めた。他方、

日本ではとくに 2007 年から 2008 年頃にかけて、日本の産業競争力の確保には外国人留学生の受け

入れとその活用が重要であるとの認識が広まっていた。すると、政府は外国人留学生の受け入れを

加速させるとともに、日本語能力の向上など、高等教育を通じた彼らの育成を推し進めた。また同

時に、就職活動などにおける支援制度や優遇制度を用意し、彼らの定着促進にも力を入れた。実際

に、2008 年の経済財政計画の基本方針では、日本を開かれた国にするという観点から、高度人材受

け入れとも連携させながら外国人留学生の受け入れを拡大する方針が明示されている［首相官邸 

2008:7］。つまり、政府は外国人留学生を「高度人材の卵」［内閣府 2009:8］として位置づけ、高度

人材育成として、その積極的な獲得および育成を進めたのである［義本 2012:56］。 

 

	 2）高度人材の育成にむけた取り組み 

	 2000 年代後半、日本は高度人材育成にむけた積極的な取り組みを展開したが、それは高度人材の

獲得を目的としたものと、高度人材の育成を目的としたものの 2 つに分けられる。前者の例として

は、「留学生 30 万人計画」や「国際化拠点大学 30」（以下、G30）があげられる。留学生 30 万人計

画とは、日本を世界により開かれた国とし、アジアや世界との間のヒト、モノ、カネ、情報の流れ

を拡大する「グローバル戦略」を展開する一環として、2020 年を目処に 30 万人の留学生受け入れ

を目指すとした計画である。これは 2008 年より開始され、現在も継続されている（8）。他方、G30

とは、日本の大学国際化を推進するため、文部科学省が中心となって 2012 年に開始した事業であ
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る（9）。具体的には、これは、英語による授業のみで学位が取得できるコースの設置、海外大学共同

利用事務所を通じたワンストップ・サービスの提供など、国際化の拠点としての総合的な体制整備

を図るとともに、産業界との連携、拠点大学間のネットワーク化を通じた資源や成果の共有化を目

的としていた［藤山 2012:134］。 

	 一方で、後者としては、たとえば、「アジア人財資金構想」があげられる。アジア人財資金構想

とは、経済産業省と文部科学省を中心に、2007 年から 2013 年にわたって実施された日本とアジア

などの架け橋となる高度人材の育成や、その知的ネットワークの形成による国際競争力の強化を目

的とした事業である（10）。これは、具体的には、日本企業への就職を希望する能力および意欲が高

い外国人留学生に対し、ビジネス日本語教育からインターンシップ、就職支援までを 2 年間のパッ

ケージで提供するというものであった。また、この事業には、大学と産業界、地域とのネットワー

クを構築し、日本留学の魅力を向上させようという狙いもあった［金原 2008:38］。 

	 このように、当時の日本における高度人材育成にむけた取り組みは外国人留学生の獲得および育

成にむけた財政支援が中心であり、日本人の育成に関してはほとんど重視されていなかった。実際

に、2010 年度の政府による奨学金事業として外国人留学生については 312 億円が予算化されていた

のに対して、日本人学生の海外派遣に対する予算は 8 億円のみであったとされる。また、政府のみ

ならず、民間企業や財団などによる奨学金もそのほとんどが外国人留学生を対象としていたとされ

る。こうした高度人材育成の動きは 2000 年代後半まで続いた［佐藤 2011:35］。しかし、高度人材

としての外国人留学生の獲得および育成が進められる一方で、2010 年を境にメディアを中心に日本

の若者の「内向き志向」が大きく取り上げられるようになり、これをきっかけに日本の人材育成は

再び方針転換することになる。 

 

（3）2010 年〜現在－グローバル人材の育成－ 

	 冒頭でも述べたように、内向き志向とは、「若者の海外への興味や関心の低さ、実際に留学して

いないこと、母国である日本にとどまっていること、留学に対する積極的な姿勢が見られないなど、

若者の思考や判断、態度、パーソナリティ等の傾向を幅広くとらえたもの」［小島ほか 2014:22］と

される。表 2 は、2000 年から 2011 年までの朝日新聞、読売新聞、日本経済新聞の紙面で、「若者」

と「内向き志向」の 2 つの言葉が登場する記事の数を年度別にまとめたものである（表 2）。一見し

てわかる通り、2009 年まではそうした記事は 1 件から 3 件ほどしか掲載されていないが、2010 年

を境に記事数は急増し、2011 年も 2010 年を上回る数の記事が 3 紙に掲載された。このことから、

日本において内向き志向が 2010 年から大きく取り上げられるようになったことがわかる。 
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表２	 「若者」と「内向き志向」という言葉が登場する記事数の推移 

 朝日新聞 読売新聞 日本経済新聞 

2000 0 3 1 

2001 0 1 0 

2002 0 0 1 

2003 0 0 0 

2004 0 0 1 

2005 2 0 0 

2006 1 1 0 

2007 0 0 0 

2008 2 0 0 

2009 1 1 3 

2010 16 9 9 

2011 20 24 15 

（［小毬 2012:3］より筆者作成） 

 

	 2010 年を境に内向き志向が大きく取り上げられるようになった要因としては、同年に公表された

2 つのデータがあげられる。第一は、日本の海外留学者数の減少である。図 1 は、1983 年から 2011

年の期間における日本の海外留学者数の推移をグラフ化したものである（図 1）。OECD が集約した

統計によると、全世界の留学生数は、1980 年の 110 万人から 2010 年の 410 万人へと、過去 30 年間

で約 4 倍に増加したとされる［OECD 2012］。しかしながら、図 1 をみればわかるように、日本人

の海外留学者数は 1999 年の 7 万 5,586 人から停滞傾向にあり、2004 年には一旦 8 万 2,945 人まで増

加したものの、それ以降は減少を続けている。ちなみに、2010 年の留学者数は 5 万 8,060 人であり、

これは 2004 年のピーク時と比べると約 30％の減少に匹敵する（11）。 

	 第二は、海外赴任を希望する新入社員の減少である。産業能率大学は、2010 年に新入社員（18

歳から 26 歳）のグローバル意識に関する調査を行った［産業能率大学 2010:2］。図 2 は、その調査

で明らかになった新入社員の海外赴任に関する意欲の内訳をグラフ化したものである（図 2）。これ

によると、①「（海外では）働きたいとは思わない」という回答が 49.0％を記録し、全体のほぼ半

数を占めた。つまりこのデータから、2010 年の新入社員の 2 人に 1 人が海外で働くことに抵抗感を

覚えていることが明らかになった［産業能率大学 2010:2］ 
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図１	 日本の海外留学者数の推移 

（［文部科学省 2015］より筆者作成） 

 

図２	 新入社員のグローバル意識（2010 年） 

（［産業能率大学 2010:2］より筆者作成） 

 

	 一方で、2010 年当時、インド、中国、韓国などでは海外留学者数が急激に増加していた。図 3 は、

1999 年から2010 年の期間における上記3 ヶ国の海外留学者数の推移をグラフ化したものである（図

3）。たとえば、インドの海外留学者数は 1999 年には 5 万 5,436 人であったが、2010 年には 20 万 8,723

人にまで増加したとされる。また、中国の海外留学者数は 1999 年には 12 万 3,076 人であったが、

2010 年には 56 万 8,578 人を記録したとされる。つまり、1999 年から 2010 年までの約 10 年間で、

前者は約 4 倍もの増加を、後者は約 5 倍もの増加を示したのである。 

	 他方、これらの国々は海外留学者数が増加すると同時に、著しい経済成長を遂げていた。たとえ
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ば、1999 年の中国の名目 GDP（Gross Domestic Product、国内総生産）は 9,018.77 であったが、2010

年には約 4 倍の 40,890.30 を記録したとされる（12）。もちろん、同国らの経済成長は海外留学者数の

増加のみによって実現されたものではなく、グローバル化に伴う経済情勢の変化など、他のさまざ

まな要因の影響があったことはいうまでもない。しかしこうした状況のなかにあって、日本では上

述した2 つのデータが若者の対外的な消極さやそれに伴う日本の将来的な経済力の低下を表すもの

として深刻に受け止められ、それを危惧する見方が強まった。その結果、内向き志向がさかんに指

摘されるようになったのである。 

 

 

図３	 インド・中国・韓国の海外留学者数の推移 

（UNICEF のウェブサイトより筆者作成） 

 

	 そうしたなか、産業界は外国人留学生の獲得および育成を通じた高度人材育成のみならず、国際

的視野をもった日本人を育成する必要があるとする見方を強め、政府に対して人材育成方針の転換

を訴えるようになった。その例としては、経済団体連合会（以下、経団連）が政府に提出した「サ

ンライズ・レポート」があげられる。2010 年に提出されたこの報告書は、新たな人材育成の必要に

関する提言を取りまとめたものであった［経団連 2010］。こうした動きのなかで、2010 年を境に高

度人材育成に代わって「グローバル人材育成」という言葉が産学官を中心に頻繁に用いられるよう

になった。 

	 つまり、内向き志向が問題視されるようになったことにより、日本における人材育成方針は再び

転換の必要を迫られた。そしてその結果「グローバル人材」なる人材の育成が標榜されるようにな
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ったのである。次節では、グローバル人材像について論じる。 

 

２. グローバル人材像と育成に向けた戦略および取り組み 

（1）グローバル人材像 

	 先述したように、2010 年を境にグローバル人材育成に対して企業や政府の注目が集まるようにな

って以降、その人材像や求められる能力・資質に関してはさまざまな議論や提言がなされてきた。

それらのなかからグローバル人材像やその能力・資質に関連する文言を抽出すると、以下のように

なる。 

	 文部科学省および経済産業省が 2010 年 4 月に共同開催した「産学人材育成パートナーシップグ

ローバル人材育成委員会」（13）では、グローバル人材は、「グローバル化が進展している世界の中で、

主体的に物事を考え、多様なバックグラウンドをもつ同僚、取引先、顧客等に自分の考えをわかり

やすく伝え、文化的、歴史的なバックグラウンドに由来する価値観や特性の差異を乗り越えて、相

手の立場に立って互いに理解し、さらにはそうした際からそれぞれの強みを引き出して活用し、相

乗効果を生み出して、新しい価値を生み出すことができる人材」［産学人材育成パートナーシップ

グローバル人材育成委員会 2010:6］と定義されている。そして、そのようなグローバル人材に共通

して求められる能力・資質としては、①社会人基礎力、②外国語でのコミュニケーション能力、③

異文化理解・活用力の 3 つがあげられている。また、とくに社会人基礎力は、（a）前にふみだす力

（主体性、働きかけ力、実行力）、（b）考えぬく力（課題発見力、計画力、想像力）、（c）チームで

働く力（発信力、傾聴力、柔軟性、状況把握力、規律性、ストレス・コントロール力）の 3 つの能

力および 12 の能力要素からなるとされた［産学人材育成パートナーシップグローバル人材育成委

員会 2010:7］。 

	 次に、同年 12 月に産学界を代表する著名人らによって公表された「グローバル人材育成に関す

る提言」（14）は、グローバル人材を天然資源に乏しい日本における貴重な財産として位置付けるとと

もに、求められる能力・資質として上記の 3 つに加えて、「論理的思考」、「強い個人」、「教養」、「柔

軟な対人能力、判断力」［日本学術振興会 2010:9-10］などをあげている。 

	 また、2011 年の文部科学省「国際交流政策懇談会最終報告書」（15）は、グローバル人材に求めら

れる能力・資質として、①日本人としての素養、②外国語で論理的にコミュニケーションをとれる

能力、③異文化を理解する寛容な精神、④新しい価値を生み出せる創造力をあげた［文部科学省 

2011b:12-13］。また、上記の 4 つに加えて、国際社会で自らの考えや立脚点を臆することなく主張

できる能力にも言及し、「日本固有の文化や歴史に関する正しい知識を身につけ、自らのアイデン
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ティティに関わる地震と謙虚さを持つことが重要である」［ibid.; 13］と指摘した。 

	 また、同じ文部科学省による「産学連携によるグローバル人材育成推進会議」（16）は、グローバル

人材を「世界的な競争と強制が進む無限大社会において、日本人としてのアイデンティティを持ち

ながら、広い視野に立って培われる教養と専門性、異なる言語、文化、価値を乗り越えて関係を構

築するためのコミュニケーション能力と強調性、新しい価値を創造する能力、次世代までも視野に

入れた社会貢献の意識などを持った人間」［文部科学省 2011a:3］と定義した。 

	 さらに、財界を代表する経団連が 2011 年に公表した「グローバル人材の育成に向けた提言」（17）

では、グローバル人材は、「日本企業の事業活動のグローバル化を担い、グローバル・ビジネスで

活躍する（本社の）日本人及び外国人人材」［経団連 2011:2］と定義された。また、求められる能

力・資質としては、社会人基礎力と外国語によるコミュニケーション能力に加えて、海外との文化

や価値観の差に興味・関心をもって柔軟に対応する能力、ならびに既成概念にとらわれないチャレ

ンジ精神を持ち続ける姿勢の 4 つがあげられた。 

	 一方で、厚生労働省が主催した「雇用政策研究会」（18）では、グローバル人材を、「急激にグロー

バル経済の進展する中、海外事務所勤務の場合は勿論、国内勤務の場合であっても、海外企業等と

の関係は避けて通れない場合が多いことから、勤務地に関係なく、グローバルな視点をもって仕事

をして成果を出すことのできる人材」［雇用政策研究会報告書 2012］と定義した。 

	 本論の冒頭であげた、経済産業省によるグローバル人材の定義は、「産学協同人材円卓会議」（19）

によって出されたものである。他方、内閣府が設置した「グローバル人材育成推進会議」（20）は、2011

年 6 月に「中間とりまとめ」を、翌 2012 年 6 月には「グローバル人材育成戦略（グローバル人材

育成推進会議審議まとめ）」を公表した。それらでは、以上みてきたグローバル人材に求められる

能力・資質を整理し、①語学力やコミュニケーション能力、②主体性・積極性、チャレンジ精神、

協調性・柔軟性、責任感・使命感、③異文化に対する理解と日本人としてのアイデンティティの 3

つにまとめた。さらに、このほかグローバル人材に限らずこれからの社会の中核を支える人材に共

通して求められる能力・資質として、幅広い教養と専門性、課題発見・解決能力、チームワークと

（異質な者の集団をまとめる）リーダーシップ、公共性・倫理観、メディア・リテラシーなどを指

摘している［文部科学省 2012:8］。 

	 以下に示した表 3 は、以上紹介してきたグローバル人材像および能力・資質に言及した委員会な

どの概要をまとめたものであり（表 3）、表 4 はそのなかで明らかにされた定義をまとめたものであ

る（表 4）。ちなみに、各表の丸数字は互いに対応している。 
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表３	 グローバル人材像の定義および能力・資質に言及した会議などの概要 

会議名など 開催年月日 設置主体 

①産学人材育成パートナーシップグローバル人材育成	 	  

	 委員会 
2009 年 11 月 経済産業省・文部科学省 

②グローバル人材育成に関する提言 2010 年 12 月 有志懇談会 

③国際交流政策懇談会 2009 年 12 月 文部科学省 

④産学連携によるグローバル人材育成推進会議 2011 年 1 月 文部科学省 

⑤グローバル人材の育成に向けた提言 2011 年 6 月 経団連 

⑥雇用政策研究会 2004 年 10 月 厚生労働省 

⑦産学協同人材円卓会議 2011 年 8 月 文部科学省・経済産業省 

⑧グローバル人材育成推進会議 2011 年 5 月 内閣府 

（筆者作成） 

 

表４	 グローバル人材の定義および能力・資質一覧 

 グローバル人材の定義 能力・資質 

① グローバル化が進展している世界の中で、主体的に物事を考

え、多様なバックグラウンドをもつ同僚、取引先、顧客等に

自分の考えをわかりやすく伝え、文化的、歴史的なバックグ

ラウンドに由来する価値観や特性の差異を乗り越えて、相手

の立場に立って互いに理解し、さらにはそうした際からそれ

ぞれの強みを引き出して活用し、相乗効果を生み出して、新

しい価値を生み出すことができる人材 

社会人基礎力、外国語でのコミュニケーション

能力、異文化理解・活用力 

※社会人基礎力：前にふみだす力（主体性、働

きかけ力、実行力）、考えぬく力（課題発見力、

計画力、想像力）、チームで働く力（発信力、

傾聴力、柔軟性、状況把握力、規律性、ストレ

ス・コントロール力） 

② 記述なし 論理的思考、強い個人、教養、柔軟な対人能力、

判断力 

③ グローバル化した国際社会をリードする人材、国際的に通用

する人材、国際社会でリーダーシップを発揮出来る人材 

日本人としての素養、外国語で論理的にコミュ

ニケーションをとれる能力、異文化を理解する

寛容な精神、新しい価値を生み出せる創造力 

④ 世界的な競争と強制が進む無限大社会において、日本人とし

てのアイデンティティを持ちながら、広い視野に立って培わ

日本人としてのアイデンティティ、教養と専門

性、コミュニケーション能力と協調性、新しい
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れる教養と専門性、異なる言語、文化、価値を乗り越えて関

係を構築するためのコミュニケーション能力と強調性、新し

い価値を創造する能力、次世代までも視野に入れた社会貢献

の意識などを持った人間 

価値を創造する能力、次世代までも視野に入れ

た社会貢献の意識 

⑤ 日本企業の事業活動のグローバル化を担い、グローバル・ビ

ジネスで活躍する（本社の）日本人及び外国人人材 

社会人基礎力と外国語によるコミュニケーシ

ョン能力、海外との文化や価値観の差に興味・

関心をもって柔軟に対応する能力、既成概念に

とらわれないチャレンジ精神を持ち続ける姿

勢 

⑥ 急激にグローバル経済の進展する中、海外事務所勤務の場合

は勿論、国内勤務の場合であっても、海外企業等との関係は

避けて通れない場合が多いことから、勤務地に関係なく、グ

ローバルな視点をもって仕事をして成果を出すことのでき

る人材 

海外事業所で自律的・自ジュ的に発言・行動で

きる能力、多様な考え方をもつ人材の発言の意

図を把握することができる能力、多様な考えを

もつ人材と共同・調整して仕事を進めることが

できる能力、言語スキル、不妊・勤務国につい

ての知識 

⑦ 世界を舞台に活躍できるタフネスとグローバルな視点、異文

化（クロス・カルチャー）に対する深い理解と教養を併せ持

つとともに、新しい成長・質的転換モデルを見出し、具現化

する人材 

グローバルな世界を舞台に活躍できるタフネス、多様

な民族、宗教、価値観、文化に対する理解や適応力、

日本人としてのアイデンティティをベースとしたグ

ローバルな感覚・視点、異質な集団の中で、自分の考

えを適切に主張し、他者と協働し、能力を発揮できる

こと・主体的な思考力・行動力、リーダーシップ・高

い語学力・コミュニケーション能力 

⑧ 記述なし 「語学力やコミュニケーション能力」、「主体性・積極

性、チャレンジ精神、協調性・柔軟性、責任感・使命

感」、「異文化に対する理解と日本人としてのアイデン

ティティ」、「幅広い教養と専門性」、「課題発見・解決

能力」、「チームワークと（異質な者の集団をまとめる）

リーダーシップ」、「公共性・倫理観」、「メディア・リ

テラシー」 

（筆者作成） 
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	 現在、グローバル人材像とそうした人材に求められる能力・資質に関しては、産学協同人材円卓

会議（⑦）による人材像の定義、ならびにグローバル人材育成推進会議（⑧）があげた能力・資質

が最も総括的であるとされており［藤山 2012:136］、現在はこれらに基づいてグローバル人材像お

よび能力・資質に関する一定の共通理解が形成されていると指摘できる。図 4 は、その共通理解の

内容を整理したものである（図 4）。 

 

 

 

 

 

 

 

図４	 グローバル人材像の定義および能力・資質のまとめ 

（筆者作成） 

 

（2）グローバル人材育成に向けた戦略および取り組み 

	 では、上記のようなグローバル人材の育成に向けてどのような戦略が打ち出され、また具体的に

はどのような取り組みが行われているのであろうか。先に触れたグローバル人材育成戦略によれば、

日本におけるグローバル人材育成に向けた国家的戦略は次の 3 点に整理される。 

 

①英語教育の強化、高校留学の促進などの初等中等教育における諸課題への対応 

②入試制度および教育システムの改善、留学生交流の戦略的促進などの大学教育における諸課題へ 

	 の対応 

③グローバル人材の育成・活用の促進などの経済社会における諸課題への対応 

グローバル人材像 

	 世界を舞台に活躍できるタフネスとグローバルな視

点、異文化（クロス・カルチャー）に対する深い理解

と教養を併せ持つとともに、新しい成長・質的転換モ

デルを見出し、具現化する人材 

能力・資質 

①語学力やコミュニケーション能力 

②主体性・積極性、チャレンジ精神 

協調性・柔軟性、責任感・使命感 

③異文化に対する理解と 

日本人としてのアイデンティティ 

④幅広い教養と専門性 

⑤課題発見・解決能力 

⑥チームワークと（異質な者の集団をまとめる） 

  リーダーシップ 

⑦公共性・倫理観 

⑧メディア・リテラシー 
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	 ①については、新学習指導要領の着実な実施などを通した小中高の英語教育の抜本的充実・強化、

18 歳頃までに 1 年間以上の留学ないし在外経験を有する者を 3 万人規模に増加させること、国際バ

カロレア教育（21）に対応した教育機関を 5 年以内に 200 校程度に増加させること、海外勤務・留学

経験のある社会人・大学生の派遣を通して、中高生に国際的な視野をもたせ、海外への関心を高め

させること、英語担当教員の採用において、TOEFL・TOEIC などの成績を考慮するとともに、外

国人教員の採用を促進すること、などがあげられている［グローバル人材育成戦略 2012:12-15］。 

	 ②については、聞く、話す、読む、書く、の 4 技能をバランスよく問うタイプの入試への転換、

学習時間の増加・確保を始めとする学士過程教育の質的転換、学事暦の改変（秋入学への対応など）

を通した国際的に誇れる大学教育システムの確立、18 歳頃から概ね 20 歳代前半までに 1 年間以上

の留学・在外経験を有する者を 8 万人規模に増加させること、優秀な外国人留学生との交流や切磋

琢磨を通じた日本人学生の内なる国際化の促進、国別・地域別の留学生交流戦略の明確化などがあ

げられている［グローバル人材育成戦略 2012:15-20］。 

	 ③については、企業の雇用慣行として「卒後 3 年以内の新卒扱い」・「通年採用」などを普及・促

進、就職採用活動の早期化・長期化の是正、就職活動・採用時期の改善などによる留学経験者の積

極的採用にむけた経済団体への働きかけ、開発途上国の諸課題の解決などにむけ、中小企業などの

若手人材を JICA ボランティアとして派遣（22）、国境を超えた産学協働教育・インターンシップおよ

び若手人材交流などの実施、日本の将来を担うリーダー人材を育成するための交流・提言活動、な

どがあげられている［グローバル人材育成戦略 2012:20-24］。 

	 このように、グローバル人材の育成に向けては国家によって中長期的な視点にたった具体的戦略

が打ち出されている。次に、現在そうした戦略の実現に向けて日本において国家レベルで行われて

いる具体的な取り組みについてであるが、それらは 2 つの潮流に大別できる。第一は、大学自体の

グローバル展開を促進する取り組みである。その例としては、「キャンパス・アジア構想」、「大学

の世界展開力事業」、「グローバル COE プログラム」の 3 つがあげられる。 

	 まず、キャンパス・アジア構想とは、2010 年の第 3 回日中韓サミットで合意された日中韓の各政

府が策定するガイドラインに沿って、3 ヶ国間の大学間で単位相互認定や成績管理、学位授与など

を共通の枠組みのもとで行おうとする構想である［藤山 2012:137］。これは、いわば「アジア版エ

ラスムス計画」と呼べるものである。エラスムス計画（The European Community Action Scheme for the 

Mobility of University Students: ERASMUS）とは、各種の人材養成計画、科学・技術分野における EC

（現在は EU）加盟国間の人物協力計画の 1 つである（23）。これは、具体的には、大学間交流協定な

どによる共同教育プログラム（Inter-University Co-operation Programmes: ICPs）を積み重ねることに
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よって、「ヨーロッパ大学間ネットワーク」（European University Network）を構築し、EU 加盟国間

の学生流動を高めようとする計画であり、キャンパス・アジア構想の着想に大きな影響を与えた。 

	 次に、大学の世界展開力強化事業とは、グローバル人材育成と大学教育のグローバル展開力の強

化を目指し、高等教育の質の保障を図りながら、日本人学生の戦略的受け入れを行うアジア・米国・

欧州などの大学との国際教育連携の取り組みを支援することを目的として、文部科学省において

2011 年度から開始された事業である（24）。具体的には、日本の大学において日中韓や日米の共同教

育プログラムの開発などが積極的に進められ、大学間交流に基づく 3 ヶ月未満のショート・ステイ

（外国人）およびショート・ビジット（日本人）に対する奨学金制度などが新たに設置された。こ

れは、長期的な留学にむけた導入支援として位置付けられている［藤山 2012:137］。 

	 そしてグローバル COE プログラムとは、日本の大学院における教育研究機能の充実・強化、世

界をリードする創造的な人材育成の推進、国際的に卓越した教育研究拠点の形成に対する重点的支

援による国際競争力のある大学づくりの推進を目的に、文部科学省によって設立された研究拠点形

成などに関わる補助金事業のことである（25）。これは 2002 年より始められた事業であり、当初その

眼目はグローバル化に対応しうる強い大学づくりにあった。しかし 2010 年以降、同事業はグロー

バル人材育成をその目的の 1 つに加え、国際的視野をもつ人材の育成を積極的に推進する大学へ重

点的な経済支援を行うなど、新たな局面を迎えている。 

	 第二は、グローバル人材の育成そのものを推進するための取り組みである。そうした取り組みの

例としては、「グローバル人材育成推進事業」や「トビタテ！留学 JAPAN 日本代表プログラム」な

どがあげられる。グローバル人材育成推進事業とは、グローバルな舞台に積極的に挑戦し世界に飛

躍できる人材の育成を図るため、学生のグローバル対応力を徹底的に強化し推進する組織的な教育

体制整備の支援を行うことを目的に、文部科学省によって2012年4月に開始された事業である（26）。

これは、先に触れたグローバル人材育成推進会議が公表した中間まとめで示されたグローバル人材

育成戦略を具体化したものである［大木 2014:48-49］。具体的には、全学推進型（タイプ A）と特

色型（タイプ B）の 2 つのタイプの大学を採択し、前者には年間 1 億 4,000 万円から 2 億 6,000 万円

（入学定員によって変動）、後者には年間 1 億 2,000 万円の支援金を提供するというものである。支

援期間は最大で 5 年間とされている。ちなみに、2014 年度の事業に関しては、タイプ A として、

北海道大学、東北大学、千葉大学、お茶の水女子大学、国際教養大学、国際基督教大学、中央大学、

早稲田大学、同志社大学、関西学院大学、立命館アジア太平洋大学の計 11 校が、タイプ B として

筑波大学、神戸大学、法政大学などの計 31 校が採択された。これは、学生に対する奨学金ではな

く、大学の体制づくりを支援するものであるが、評価対象としては受け入れる留学生数・割合とと
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もに日本人学生の海外留学者数・割合の数値目標や英語能力の客観的指標による到達目標などを求

めるなど、日本人学生の海外への送り出しを強く意識した事業となっている。 

	 他方、トビタテ！留学 JAPAN 日本代表プログラムとは、2020 年までの間に約 1 万人の日本人高

校生および大学生を派遣留学生として送り出すことを目的とする官民協働型の海外留学支援制度

であり、現在 167 社・団体が資金提供を行っているとされる（2015 年 10 月 31 日現在）（27）。これは、

文部科学省が意欲と能力ある日本の若者が海外留学に自ら一歩ふみ出す機運を醸成することを目

的として 2013 年 10 月から始められた。具体的には、①理系、複合・融合系人材コース、②新興国

コース、③世界トップレベル大学等コース、④多様性人材コース、⑤地域人材コースの計 5 つのコ

ースで年間約 1,000 人の学生を奨学生として採択する。そして、奨学生には最大で月額 20 万円の奨

学金（留学先によって変動）、20 万円の留学準備金、そして授業料の補助として 60 万円を提供する

というものである。グローバル人材育成推進事業と同様に、これも日本人学生の海外への送り出し

を強く意識した事業となっている。 

	 一方で、産業界および財界もグローバル人材の育成そのものを推進するための取り組みを展開し

ている。たとえば、経団連はグローバル人材育成を政府や大学に提言するだけでなく、2011 年 6 月

から「グローバル人材育成スカラーシップ」をスタートさせた。グローバル人材育成スカラーシッ

プとは、将来、日本企業の国際的な事業活動においてグローバルに活躍する意志をもった学生を対

象とする奨学金制度である（28）。具体的には、募集対象校 47 校から応募を募り、年間計 30 名の奨

学生を採択するというもので、奨学生には 100 万円の奨学金が提供される。経団連は、産学協働人

材円卓会議、ならびに各種経済団体と連携しながらこの事業を実施している。 

	 以上みてきた現在行われているグローバル人材育成に向けた取り組みの特徴としては、次の 2 点

があげられる。第一は、政府、教育機関、産業界、財界など、立場の異なる多様なアクターがその

主体となっていることである。なかには産学官の連携によって実施されている取り組みもあるなど、

日本社会全体が一丸となってグローバル人材育成に取り組んでいるといえる。第二は、「トビタテ！

留学 JAPAN 日本代表プログラム」や「グローバル人材育成スカラーシップ」など、海外留学に対

する奨学金事業の量的な充実がその中核をなしていることである。文部科学省によれば、2009 年の

無・有利子双方を含む奨学金事業の政府予算は 9,475 億円であったが、2014 年には 1 兆 1,745 億円

まで増加したとされる（29）。 

	 ただし一方で、グローバル人材育成にむけた取り組みの課題としてはその実態に関する検討・分

析を行うことがあげられ、その不足に起因する具体的問題として次の 2 点が指摘できる。第一は、

初等中等教育における諸課題への対応にむけた具体的な取り組みが手薄になっていることである。
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上でみてきたグローバル人材育成にむけた取り組みは、そのほとんどが高校生や大学生をその対象

としている。しかし、小学生や中学生も、高校生や大学生と同様に「グローバル人材の卵」である

ことはまちがいない。なるべく早い段階から彼らの国際的視野を涵養することは、グローバル人材

育成を推進するうえで有意に働くであろう。今後は、初等中等教育過程に在籍する児童をもその範

疇に取り込んでいけるような裾野の広い取り組みが必要となる。 

	 第二は、留学の成果および多額の奨学金に対する投資効果に関する社会的懸念の広がりである。

先述したように、近年は海外留学希望者を対象とする奨学金事業の量的充実が進んでいる。しかし、

太田によれば、既存の民間や外国政府系の各種奨学金への応募者数は減少しており、「奨学金があ

っても留学しない」日本人学生が増加しているという［太田 2011b:5］。また、急増する政府奨学金

の後押しもあり、2010 年以降大学在学中に留学する学生は全体として増加傾向にあるが、留学期間

の短期化が顕著となっていることから、留学の成果および多額の奨学金に対する投資効果が懸念さ

れている（30）。今後、グローバル人材育成に向けては海外留学希望者のための奨学金制度の量的な

充実を図るのみならず、経済的支援を本当に必要とする学生に効果的に給付するための選考制度を

重点的に整備するなど、その質的な充実を図ることも重要となるであろう。 

 

３.	 グローバル人材育成に関する問題点 

	 日本におけるグローバル人材育成のあり方に関してはさまざまな指摘がなされている［e.g. 福島 

2014; 平畑 2014; 佐久間 2014］。ここではそうした指摘を整理し、現在の日本におけるグローバル

人材育成のあり方に関する主な問題点を明らかにする。 

 

（1）英語重視の語学教育 

	 グルーバル人材をグローバル社会（31）で生きる人材とする観点に基づき、現在政府が掲げるグロ

ーバル人材像を考察した福島は、それが次の 3 点において限定的であると指摘した。１つ目は、グ

ローバル人材に求められる「語学」能力が「英語」に代表されて記述されているため、彼らが活躍

する舞台として想定されているグローバル社会が単なる「英語社会」にみえることである。彼は、

世界に英語がこれだけ普及している現状のなかにあって、言語教育政策として語学の選択肢の 1 つ

に英語が含まれることは当然であるとしながらも、英語が媒体となるグローバル社会は非常に限定

された範囲になると指摘した。そして彼は、「世界は英語のみで繋げられるほど単純でなく、『グロ

ーバル社会』への対応は言語種の選択より先に、『個人』として参加する集団内の成員とそのコミ

ュニケーション状況から考えなければならない」［福島 2014:141］と述べた。 
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	 2 つ目は、グローバル人材が「高い語学力（をもった人材）」にみえることであり、福島は、グロ

ーバル人材に高い語学力が求められていることに対して疑問を投げかけている。彼は、グローバル

化とは、「日常生活における外国語使用の如何にかかわらず、すべての人に影響を与える状況」と

する見方から、高い語学力をもつグローバル人材も重要ではあるが、「語学力がない」人びともグ

ローバル社会の一員であると主張した。つまり、彼によれば、高い語学力がなければグローバル人

材になれないわけではなく、語学力がなくてもそれは可能だというのである。そして彼は、この「語

学力がない」という状況は、「日常生活において外国語が必要でないと考える人」と、「外国語が習

得できなかった人」の 2 つの状況を想定しているが、日本において、こうした人びとの割合は比較

的高いとしたうえで、「言語教育政策は外国語習得を目指すだけでなく、日本語モノリンガルを包

摂するグローバル社会の言語環境の整備も視野に入れる必要がある」［福島 2014:141］と述べた。 

	 3 つ目は、「語学力」が「外国語能力」にみえることである。たとえば、先に触れたグローバル人

材育成戦略では、グローバル人材に求められる外国語の語学力として、「折衝・交渉ができるレベ

ル」をあげている。しかし、そのレベルの前提となるのは、母語や第二言語、その他言語に支えら

れた知識および言語技能全般である。よって、言語チャンネルを増やしても内容がともなわなけれ

ば、コミュニケーション領域は限定的なものとなる。また、日本の国語教育において、ディスカッ

ション、ディベートなどの言語技能の訓練を受けていない日本人は、外国語を覚えたとしても折

衝・交渉の場面において不利な立場に置かれるであろう。福島は、以上のように述べたうえで、「『語

学力』は、『外国語能力』だけでなく、広く『言語能力』と捉え、母語、第二言語、外国語など言

語チャンネルの基底で機能する一般知識、専門知識、言語技能を含めた能力を想定する必要がある」

［福島 2014:141-142］と述べた。 

	 また、こうしたグローバル人材の語学力の偏りについては他にもさまざまな指摘がなされている。

たとえば、佐久間は、文部科学省の見解においてグローバル人材育成に向けては英語運用能力の強

化が当面の課題として捉えられているとの見方を示したうえで、それならば、そうした人材をわざ

わざ大げさにグローバル人材などと呼ぶ必要はないと述べる［佐久間 2014:101］。そして彼は、「バ

イリンガルのように英語が堪能で MBA（32）を取得したような人は、『国際的な産業競争力の向上』

に役立つかもしれないが、それは、一昔前の“企業戦士”の英語版と本質的に変わるところがない」

［佐久間 2014:101］と指摘した。さらに尾崎は、「『グローバル人材』は英語を使い世界を股に掛け

て活躍するというイメージがある」［尾崎 2014:228］と述べ、現在掲げられているグローバル人材

像は、世界の言語環境の多様さへの配慮を欠いていると指摘した［ibid.; 228］。 

	 以上をまとめると、グローバル人材の語学力に関しては大きな偏りがあるといえるであろう。つ
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まり、グローバル時代における語学力のあり方はもっと多様であるべきにもかかわらず、必要な語

学力としては実質的に英語のみが想定されており、語学教育のあり方が英語重視になっていると整

理できる。 

 

（2）グローバル人材像の偏り 

	 日本におけるグローバル人材育成の現状を包括的に考察した平畑は、現在政府が掲げるグローバ

ル人材像に関してある疑義を呈した。それは、グローバル人材が、日本の経済競争に貢献するビジ

ネス人材としての性質を色濃く有している、ということである。先述したように、国際人や高度人

材など、「国際的な活動」、あるいは「異文化と接触する機会の多い活動」を円滑に行えるような人

材の育成の重要性はかねてより国内外で認識されており、決して目新しいものではない。しかし平

畑は、そのような人材とグローバル人材とを比較すると、後者の顕著な特徴として、「経済・産業

分野で発揮される高い能力」と、「日本人アイデンティティ」というものが強く期待されているこ

とがあげられると指摘する。この日本人アイデンティティとは、字義通りに捉えれば、「自分は日

本人だという認識」のことである。しかし彼女は、グローバル人材育成の文脈のなかで若者に求め

られるそれは、日本に対する忠誠心であり、「世界の」ではなく、「日本の」経済活動に貢献する姿

勢であると読み取れるという。そして、彼女は、「本来、国際的活動とは、学問的・文化的交流、

人道的支援などを含むため、日本の経済成長とは無縁ではない。にもかかわらず、日本の考える『グ

ローバル人材』においては、その玉虫色の表象の中で、特に経済競争においての『日本が勝つこと

への貢献』が突出した輝きを放っている」［平畑 2014: 173］と述べ、日本政府が掲げるグローバル

人材とは、単なるビジネス人材のことを指していると指摘した［ibid.; 172-173］。 

	 また、教育の私事化という観点からグローバル人材の育成を考察した西山も、政府が掲げるグロ

ーバル人材像には公共性が欠如しており、外国語に堪能で、外国人と交渉できる人材といったビジ

ネス人材としての性質ばかりが強調されていると指摘した。また、彼は、そうした人材観の偏りが

原因でグローバル人材像が矮小化され、市場ではグローバル人材を語学力や海外経験が豊富な人材、

あるいは国内外で外国人と接触する現場で働く人材とみる見方が拡大していると指摘した［西山 

2014:239-240］。 

	 以上をまとめると、現在政府が掲げるグローバル人材像には、日本の経済成長、さらには将来の

さまざまな分野における発展に寄与しうるビジネス人材としての偏ったイメージが先行している

と整理できる。 
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（3）内向き志向の実態に関する検討・分析の不足 

	 東京都市大学の学長を務める三木千壽は、2015 年 10 月に行われた第 53 回日豪経済合同委員会会

議において、「最近の若者は内向き志向といわれているが、本当は国際化に対する意識は高い。き

っかけがつかめなくて、内向きに見えているだけだ」（34）と述べ、内向き志向について否定的な立場

を示した。三木のように、加熱する内向き志向論について懐疑的な見方を示す論者は少なくない。

たとえば、グローバル人材育成をめぐる産学官関係の歴史的変遷に注目して内向き志向を再考した

藤山は、その根拠の 1 つとなっている海外留学者数が減少した要因は若者の国際志向の変化ではな

く少子化に求められるべきであると指摘した。図 5 は、2000 年から 2009 年の期間における日本の

18 歳人口 1 人当たりの海外留学者数の推移をグラフ化したものである（図 5）。これを一見すれば

わかるように、日本の 18 歳人口 1 人当たりの海外留学者数はここ 10 年間でほぼ横ばいである。藤

山は、これを根拠に、若者の国際志向自体は大きく変化していないと述べたうえで、海外留学者数

の減少は、若者の意識自体が本質的に内向き化したことによってではなく、その母数となる 18 歳

人口自体が減少したことによって生じたものであると指摘した［藤山 2012:139］。 

 

 

図５	 日本における 18 歳人口千人あたりの留学生数の推移 

（「第 2 回グローバル人材育成推進会議」配布資料 4（33）より筆者作成） 

 

	 また彼は、海外赴任希望者数の減少についても、2010 年の産業能率大学の調査ではたしかに半数

が「（海外で）働きたいとは思わない」と回答していたが、27％は「どんな国・地域でも働きたい」

と回答しており、これが 2007 年に行われた同調査の結果（18％）よりも 10 ポイント近く増加して

いることを念頭に置く必要があるとも指摘した［藤山 2012:139-140］。 
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	 他方、グローバル人材育成戦略を青年海外協力隊の活用という独自の観点から考察した佐久間は、

その論考のなかで海外留学者数や海外渡航者数などの減少を示す統計資料で内向き志向を裏付け

るのはもう少し慎重であるべきだと述べ、内向き志向について否定的な見解を示している［佐久間 

2012:191］。また、日本人学生の国際志向性の変化から内向き志向を考察した太田は、最近の論調で

は近年の海外留学者数や海外赴任者数の減少を端緒に若者が国外へ出なくなったのは、彼らの内向

き化によるものだということばかりが強調されがちで、その他の要因についてはあまり検証されて

いないと述べ、その実態に関する検討・分析の不足を指摘した［太田 2014:16］。 

	 内向き志向とは、先述したように、若者の海外への興味の薄れと日本にとどまろうとする傾向を

指した言葉である。また、それは日本においてグローバル人材育成が推進されるに至った要因の 1

つであると同時に、グローバル人材育成を阻む要素の 1 つとしても捉えられている。たとえば、先

に触れたグローバル人材育成事業は、「若い世代の『内向き志向』を克服し、国際的な産業競争力

の向上や国と国の絆の強化の基盤として、グローバルな舞台に積極的に挑戦し活躍できる人材の育

成を図る」ことを目的として掲げている。しかし、太田らの指摘を鑑みれば、その実態に関する定

見が存在しないことは明らかである。にもかかわらず、内向き志向の克服をグローバル人材育成に

おける課題の 1 つとしてみなすことには疑問が残る。 

	 以上から、現在の日本におけるグローバル人材育成においては内向き志向の実態に関する検討・

分析が不十分で、その扱いに慎重さがかけているといえる。 

 

（4）小括 

	 以上みてきた日本におけるグローバル人材育成に関する問題点を整理すると、英語重視の語学教

育、グローバル人材像の偏り、内向き志向の実態に関する検討・分析の不足という 3 点にまとめら

れる。つまり、日本政府は先述したような裾野の広いさまざまな能力・資質を有するグローバル人

材の育成を標榜する一方で、実質的には単に英語ができるビジネス人材、つまり日本の国際的な産

業競争力の向上に貢献しうる競争型人材を求めているにすぎない。またそうした人材育成を目指す

うえで、内向き志向の実態に関する深い洞察を欠いたまま、それをグローバル人材育成における阻

害要因の 1 つとして捉えるとともに、その克服を重要課題の 1 つとして位置付けているのである。 

	 ところで、英語重視の語学教育とグローバル人材像の偏りに関しては、先行研究のなかですでに

その改善にむけたさまざまな提言がなされており［e.g.福島 2014; 平畑 2014; 佐久間 2014 など］、

その方策に関する定見も定まりつつあるといえる。しかし一方で、内向き志向の実態に関する検

討・分析の不足については、数は少ないながらも内向き志向に関する研究が着実に蓄積されていっ
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ている一方で、その実態を包括的に明らかにしようとする試みは行われていない。ただし、先述し

たように、内向き志向はグローバル人材育成が始められた契機の 1 つであり、また筆者が管見する

限りでは、グローバル人材育成に関する政策や提言などにおいて内向き志向に言及していないもの

はない。つまり、現在のグローバル人材育成の文脈において、内向き志向はその課題の 1 つとして

捉えられ、それを念頭においたうえで育成戦略が練られているといえる。他方、グローバル人材育

成を再考するためには現在の育成戦略のあり方に対して疑問を投げかけることは避けられず、育成

戦略のあり方について考えるためにはその根幹たる内向き志向の実態に関する定見が欠かせない。

そこで、続く第 3 章では英語重視の語学教育とグローバル人材像の偏りについては論及せず、内向

き志向の実態に関する検討・分析の不足に注目し、その実態を明らかにするための考察を行う。具

体的には、まず内向き志向に関する先行研究の検討から、その実態に検討・分析を加える。次に、

地域おこし協力隊に注目する筆者独自の視角から内向き志向に検討・分析を加える。そして、以上

の 2 点をふまえたうえで内向き志向の実態を明らかにする。 
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第３章	 若者の内向き志向の実態 
－戦略的内向き志向と積極的内向き志向－ 

 

 

１.	 若者の内向き志向の実態－先行研究の検討から－ 

（1）若者の内向き志向に関する指摘 

	 内向き志向に関してはさまざまな指摘がなされてきた。たとえば、第 2 章でも触れた太田は、内

向き志向の論拠となっている海外留学者数の減少は若者の国際志向の変化によってではなく、若者

の米国留学離れによって生じた現象であると指摘した。図 6 は、2001 年から 2014 年の期間におい

て、日本、インド、中国、韓国の 4 ヵ国から米国に渡航した留学生数の推移をグラフ化したもので

ある（図 6）。従来、日本人の海外留学者を最も引きつけてきたのは米国であった。しかし、図 6 を

一見すればわかるように、近年の米国における日本人留学者数の減少は顕著である。米国における

外国人留学生のうち、1994 年から 1998 年までは、日本人学生の占める割合が第 1 位であった。し

かし、1997 年、1998 年の 4 万 7,073 人をピークに減少傾向をたどり、2004 年（4.2 万人）以降は一

貫して減少している。特に 2008 年、2009 年から 2010 年、2011 年にかけては、前年度比 13.9％減、

15.1％減、14.3％減を記録するなど、3 年連続で大幅な減少を示した。 

 

 
図６	 米国におけるアジア主要国からの留学者数の推移 

（［Institute of International Education 2015］より作成） 
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	 また、2011 年における主要留学先別の日本人の海外留学者数をピーク時の 2004 年との比較で見

ても、米国で学ぶ日本人の減少が突出している。この間、日本人の海外留学者数は全体的に 30.7％

減少したが、米国への留学者数の減少が 52.7％とそれを大きく上回る。さらに、米国や中国など、

日本において留学先として高い人気を誇っていた国々に留学する日本人学生が減少する一方で、カ

ナダ、韓国、台湾など、従来はあまり人気がなかった国々に留学する者が増加している。表 5 は、

2011 年の日本における主要留学先別の留学生数をまとめたものである（表 5）。太田は、以上をふ

まえ、海外留学者数の減少は米国留学離れ、または海外留学先の多様化・分散化と換言できると述

べ、その原因を若者の国際志向の変化（内向き化）に帰するのは早計だと指摘した［太田 2014:2-3］。 

 

表５	 日本における主要留学先別の留学生数（2011 年）とその増減（対 2004 年比） 

留学先 日本人留学生数（人） 留学先 日本人留学生数（人） 

アメリカ 19,966（−22,249） カナダ 1,851（+101） 

中国 17,961（−1,098） フランス 1,685（−652） 

イギリス 3,705（−2,690） 韓国 1,190（+276） 

台湾 2,861（+982） ニュージーランド 1,061（+148） 

オーストラリア 2,117（−1,055） その他 3,237（+1,473） 

ドイツ 1,867（−680） 合計 57,501（−25,444） 

（［太田 2014:3］より筆者作成） 

 

	 他方、日本人学生の内向き志向を大学国際化という観点から考察した横田と白圡は、内向き志向

の根拠の 1 つとなっている海外留学者数の減少について、日本人の海外留学を阻害する要因として

以下の 3 点をあげて従来とは異なる解釈を示した［横田ほか 2013］。 

 

①大学在学中の海外留学・研修に対する阻害要因 

②学位取得を目指す海外留学に対する阻害要因 

③大学在学中の留学と学位取得を目指す留学に共通な阻害要因 

 

	 横田らは、①大学在学中の海外留学・研修に対する阻害要因として、（a）就職活動の早期化と長

期化、（b）単位互換（認定）制度の未整備と学事暦の違い、（c）大学での国際教育交流プログラム

開発の遅れの 3 つをあげた。次に②学位取得を目指す海外留学に対する阻害要因としては、（a）学
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士より高い学位を取得してもメリットの少ない雇用システム、（b）短期的なキャリア形成志向、（c）

国内の大学院で博士学位授与の増加、（d）英語圏の大学の授業料高騰、（e）日本の家計の悪化の 5

つをあげた。最後に③大学在学中の留学と学位取得を目指す留学に共通の阻害要因としては、（a）

学生の海外留学を評価しない雇用者、（b）要求される語学力の高度化、（c）海外留学のための奨学

金の不足、（d）リスク回避と安全志向、（e）日本というコンフォート・ゾーン（35）への滞留の 5 つ

をあげた。そして彼らは、以上のように若者が海外に飛び出すことの阻害要因が多数存在するにも

かかわらず、「彼ら（若者）の心理的な変化によるものだということがとかく強調されがちで、社

会的、経済的、政治的な状況の変化については、あまり検証されていない」［横田ほか 2013:83］と

指摘した。 

	 また、フルブライト・ジャパン事務局長のデビッド・サターホワイト（David H. Satterwhite）は

2011 年に日本経済新聞が行ったインタビューのなかで次のように述べている。 

 

	 日本の若者が内向きだから留学が減った、というのは違う。若者の「外に出たい」と

いう意欲は変わっていない。変わったのは社会構造だ。（中略）若者が自己主張が苦手な

のは今に始まったことではない。留学者数が減ったから内向きだと若者の責任にするの

ではなく、社会の問題と捉えて議論すべきだ（36）。 

 

	 さらに、国際交流基金顧問を務める小倉和夫は同インタビューのなかで次のように述べている。 

 

	 若者が特に内向きなのではなく、日本全体が内向きになっているのではないか。（中略）

若者が留学や海外赴任を敬遠するのは、冷静にコストとベネフィットを計算した結果。

留学して日本に帰ってきても、採用時にあまりメリットとならない現実がある。海外勤

務についても、子供の学校をどうするか、高齢化した親の介護をどうするかといった問

題がある。こうしたコストを考えると、外国にでたがらないのはある意味必然ともいえ

る（37）。 

 

	 横田ら、ならびにこの両者の指摘は、果敢に海外に飛び出していく者が減少した要因を、経

済停滞や就職難などに代表される日本社会の内向性や閉塞感に求めている点で共通している。 

また、横田らは「筆者は海外留学に関する授業を担当しているが、学生から海外留学に伴うメ

リットだけでなく、デメリットやリスクも明示してほしいという依頼をたびたび受けるように
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なってきた」［横田ほか 2013:84］と述べ、留学者数を増加させるためには付け焼き刃的な対

策のみでは不十分であることを訴えるとともに、日本社会の内向性と閉塞感と若者の行動の間

には連続性があることを示唆した。以上をふまえれば、内向き志向の論拠となっている海外留

学者数および海外赴任希望者数の減少は、横田らが指摘したように、若者の意識が本質的に内

向き化したことによってではなく、彼らをとりまく日本社会全体が内向きになっており、それ

が彼らの行動選択・志向に影響をおよぼした結果生じた変化であると考えられる［横田ほか 

2013:83-84］。 

 

（2）戦略的内向き志向 

	 ここからは、以上の先行研究をふまえたうえで内向き志向の実態について考察を加える。ま

ず、ここで注目したいのは若者の目線の変化からみえてくる彼らの内実である。若者の「外」

から「内」へという目線の変化は、小倉が「若者が留学や海外赴任を敬遠するのは、冷静にコ

ストとベネフィットを計算した結果」（38）と述べたように、若者が自らの行動のコストとベネ

フィットを比較した結果導き出した最適解であるといえる。ここでいうコストとは、海外に出

ることのデメリットやリスクのことであり、卒業の遅延や就職活動の出遅れなどがその例とし

てあげられる。また、ここでいうベネフィットとは、海外に出ることによって得られるメリッ

トのことを指し、語学力の向上や異文化体験などがその例としてあげられる。しかし現在、就

職活動の場面などにおいて留学経験があまり評価されないなど、日本社会は海外に出ることの

メリットを体感しづらい構造になっているといわれている［横田ほか 2013:84］。日本の若者

は、このような状況を冷静にふまえたうえで、海外に出ることのベネフィットより、そのデメ

リットやリスクのほうが大きいと考え、日本に残ったのではないであろうか。つまり若者は、

現実的な判断に基づいて自らの行動を選択・決定していると考えられる。 

	 海外留学者数の減少からは、こうした若者の現実主義的な思考様式がうかがえる。就職活動

の早期化と長期化、単位互換制度の未整備と学事暦の違い、学士より高い学位を取得してもメ

リットの少ない雇用システム、英語圏の大学の授業料高騰、日本の家計の悪化、学生の海外留

学を評価しない雇用者、少ない海外留学のための奨学金など、海外留学の阻害要因は枚挙にい

とまがない。しかし、そのようなリスクを負って海外留学をしたところで、現在の日本社会に

おいてはその明確な成果やメリットが得られるとは限らない。このような日本社会の背景をふ

まえたうえで現実的な判断をくだせば、海外留学を行って世界に飛び出す若者より、日本に残

る若者のほうが多くなるであろう。 
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	 また、海外赴任希望者数の減少についても、2015 年に産業能率大学が新入社員を対象とし

て行った意識調査の結果から若者の現実主義的な思考様式がうかがえる。同調査によれば、「ど

んな国・地域でも働きたい」と答えた新入社員は前回の調査から 2.5％増加し、29.5％に達し

たとされる。また、「海外で働きたいとは思わない」と答えた者も増加し、58.3％を記録した

という。図 7 はその割合をグラフ化したものである（図 7）。しかしながら一方で、「今後、日

本企業はグローバル化を進めるべきだと思うか」という質問に対しては、約 75％が「進める

べきだ」と回答しており、事業の海外展開の必要性は大半の新入社員が認識していた。同調査

は、以上をふまえて、「海外で働きたいとは思わないとする新入社員たちは、グローバル化自

体に異を唱えているわけではなく、語学に対する不安を中心に、日本人ビジネスパーソン全員

が海外で働くわけではない、生活レベルは落としたくない、あるいは海外に魅力を感じない（日

本がいい）と現実的な捉え方をしているだけなのかもしれません」［産業能率大学 2015:2］と

総括した。このことからもわかるように、やはり日本の若者は現実的である種したたかな判断

を下しており、その結果日本に残ることを選んだといえる。 

 

 

図７	 新入社員のグローバル意識（2013 年） 

（［産業能率大学 2013:3］より筆者作成） 

 

	 近年は、感染症、テロ、地域紛争、さらには自然災害などの影響から、組織も個人も危機管

理が厳しく問われるような時代を迎えるなかで、リスクをできるだけ回避する学生の安全志向

が強くなっているとされる［横田ほか 2013:84］。加えて、昨今の厳しい経済状況と雇用状況

を反映して、学生は投資（費用）対効果により敏感になっているとも指摘されている［ibid.; 84］。
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加えて、最近の学生について、あえてリスクを負ってでも海外に飛び出し、知力と体力の限界

に挑戦してみようとするよりは、日本国内でできることのなかから、それなりにやりたいこと

を探したほうが無難と考える傾向が強まっているとの指摘もある［田中 2010:18］。これらの指

摘をふまえれば、若者の行動に関する選択は、やはりそれぞれの選択肢に必要な投資と予測さ

れる利益の計算だけでなく、各選択肢に伴うリスクも考慮した合理性の高い現実的なものにな

っているといえる。すなわち、若者は冷静さやしたたかさなど、行動選択の場面におけるある

種の「戦略性」をもって日本に残っているのであり、いわば、内向き志向は「戦略的内向き志

向」と呼びうるものであると指摘できる。 

 

（3）主体的に視線を内側に向ける若者の存在 

	 しかし一方で、内向き志向の実態は、この戦略的内向き志向という概念によってのみ説明さ

れうるであろうか。内向き志向の実態に関しては、上で紹介した以外にも興味深い指摘がある。

内向き志向を社会学の観点から考察した鈴木は、児童養護施設に無償でランドセルを配る「タ

イガーマスク現象」（39）を例にあげ、その実態は「今、目の前にいる人を助ける」というロー

カルな社会貢献意欲の高まりであると指摘した（40）。彼は 2011 年に全国 1 万人の若者を対象に

生き方や価値観に関する調査を行い、日本の若者の間で「誰かのためになることが幸せだ」と

いう価値観が強まっていることを見出した。そして彼はそうした価値観を「SQ（社会指数）」

と名付け、次のように述べた。 

 

	 震災前から SQ を重視する傾向はあったが、震災で一気に顕在化した。世界や地球の

ためではなく、目の前にいる困った人を助ける。彼らの世界は狭いかもしれないが、自

分本位ではない。単純に、「内向き」「外向き」とは区別できない若者像が生まれている（41）。 

 

	 鈴木の指摘からは、内か外か、すなわち「海外か日本か」という二者択一的な思考様式やコスト・

ベネフィット計算とは異なる、自ら進んで日本に残るという行動を選択する若者たちの姿がうかが

える。つまり、戦略的に日本に残るのではなく、主体的に日本に残ることを選択した若者が存在し

ているのである。 

	 このような若者たちのあり方は、自ら積極的に視線を内側に向けているという点で、戦略的内向

き志向とは異なる行動志向をもつといえる。これは逆にいえば、このような若者は戦略的内向き志

向とは異なる内向き志向の新たな様相を示しているといえる。そこで次節では、自ら積極的に視線
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を内側にむける若者について、地域おこし協力隊を例にその参加者の語りを手がかりとして実証的

に考察し、戦略的内向き志向とは異なる内向き志向の新たな様相を明らかにすることを試みる。 

 

２.	 若者の内向き志向の実態－地域おこし協力隊に注目して－ 

（1）地域おこし協力隊 

	 ここでは、本稿で事例として取り上げる協力隊の概要について説明を加える。協力隊とは、端的

に、「人口減少や高齢化等の進行が著しい地方において、地域外の人材を積極的に受け入れ、地域

協力活動を行ってもらい、その定住・定着を図ることで、意欲ある都市住民のニーズに応えながら、

地域力の維持・強化を図っていくことを目的した制度」（42）のことである。これは、総務省が「地域

力の想像・地方の再生」をテーマに 2009 年から始めた取り組みであり、具体的には、まず地方公

共団体が都市地域から過疎地域などの条件不利地域に住民票を移動し、生活の拠点を移した者を協

力隊員（以下、隊員）として委嘱する。そして隊員が、一定期間（概ね 1 年以上 3 年以下）その地

に居住し、地域ブランドや地場産品の開発・販売・プロモーションなどの地域おこし活動、農林水

産業への従事、住民の生活支援などを行い、現場から地域おこしを進めるという仕組みで運営され

ている（43）。また総務省は、隊員の活動に要する経費（隊員一人あたり 400 万円上限）、隊員などの

企業に要する経費（起業する者一人あたり 100 万円上限）、隊員の募集などに要する経費（1 団体あ

たり 200 万円上限）の 3 点において、地方公共団体に対して特別交付税により財政支援を行ってい

る。 

	 隊員になるためには、地方自治体による協力隊の募集情報の確認、地方自治体への申し込み、地

方自治体による選考（書類選考・面接など）など計 5 つの過程を経る必要がある。以下に示した図

8 は、その過程をまとめたものである（図 8）。ちなみに、協力隊はボランティアではなく雇用形態

などもある程度定められており、赴任する地域によって条件は異なるが、給与も発生する。たとえ

ば、2015 年 12 月時点で公募されている「香川県地域おこし協力隊」では、隊員は県の非常勤嘱託

員として雇用され、原則 1 日あたり 7 時間 30 分の 4 週 19 日勤務（土日・祝日は休日）で月額 17

万円の給与が支払われることになっている（44）。 

	 ところで、熊本県八代市のある協力隊に参加した隊員らが、市役所の幹部との間で生じた意思疎

通上のトラブルや現地生活への適応の困難などを理由に途中退職するなど（45）、地方への移住とい

う大きな変化に伴う協力隊特有の問題もあり、今後もこの制度を継続・維持していくうえで解決す

べき課題は多い。しかし、協力隊に関しては、2009 年に農林水産省によって立ち上げられた都市農

村共生・対流総合対策交付金事業「田舎で働き隊!」（46）との連携が 2015 年より開始されるなど、地
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方創生に向けた有効な制度の１つとして今後のさらなる発展が期待されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図８	 協力隊に採用されるまでの過程 

（協力隊のウェブサイト（47）より筆者作成） 

 

（2）隊員の語り 

	 1）考察方法 

	 ここからは隊員たちが協力隊に参加した動機や経緯をいくつか紹介し、それらのエピソードのな

かから特徴的な語りを取りあげて分析・検討することで内向き志向の新たな様相を探る。ここで紹

介する隊員の語りは、協力隊のウェブサイト上で公表されている隊員インタビューから筆者が任意

に抜粋したものである（48）。なお、エピソードを抜粋する際には、協力隊に参加した時点の年齢が

34 歳以下の隊員のみを対象とした（全 65 件中 38 件が該当、2016 年 1 月現在）。その理由は、本稿

の分析対象が「若者」の内向き志向であり、35 歳以上の隊員のエピソードはその趣旨にそぐわない

と考えたからである。ちなみに、インタビュー時の隊員の年齢は協力隊のウェブサイト上で公表さ

れている。また若者の年齢上限を 34 歳までとしたのは、筆者が平成 26 年度版『子ども・若者白書』

において若者の年齢区分が 15 歳から 34 歳までと定められていることを鑑みたことによる。 

 

	 2）協力隊に参加した動機や経緯 

	 各隊員が協力隊に参加するに至った動機や経緯は多様である。たとえば、滋賀県高島市の協力隊

に参加したある隊員は、その動機や経緯について次のように述べている。 

 

 

(1)地方自治体による協力隊の募集情報を確認 

(2)募集している地方自治体へお申込み 

(3)地方自治体による選考（書類選考、面接など） 

(4)地方自治体から、委嘱状等の交付により「地域おこし協力隊」としての委嘱を受諾 

(5)現住所から採用先の自治体に住民票を移動、地域おこし協力隊として活動を開始 
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［エピソード 1］ 

	 私は、京都で会社員をしていたのですが、いわゆる田舎ぐらしをしたいと希望してい

たので、仕事を見つけて転居できるよう、自分なりに、候補地を探したり、プランをた

てたり、情報を集めたりしていました。そのようなときに、大阪府で行われたイベント

に行ったんです。そこで色々と見て回るうち、この滋賀県高島市の「地域おこし協力隊」

の公募に出会って応募しました。 

 

	 この隊員は一旦会社員として一般企業に就職した。しかし彼は、かねてより抱いていた田舎暮ら

しへの希望を忘れられず、会社員として勤務する傍らその実現に向けて自分なりに行動していた。

そしてその最中に協力隊に出会い、最終的に参加するに至った。現在、彼女は主に担当地域におけ

る若者の定住促進を図るため、特産品や地域の特徴などに関する情報をまとめた広報誌「地域の教

科書」づくりに取り組んでいるという。この隊員のように、田舎暮らしへの希望を忘れられずに一

度就職してから離職し、その後協力隊に参加するという過程を辿る隊員は少なくない。このような

隊員は、上記の隊員を含めて 38 件中 6 件（16％）であり、その全員が離職後に協力隊に参加して

いた。隊員の前職も、飲食関係、スーパー・マーケット勤務、IT 関連、農業生産法人など、多様で

ある。 

	 一方で、静岡県松崎町の協力隊に参加したある隊員は、その動機や経緯について次のように述べ

ている。 

 

［エピソード 2］ 

	 きっかけは大学生時代。恩師に誘われて参加した棚田保全のボランティア活動です。1

年生の頃から年に三回ほど松崎町の石部地区を訪れ、農作業の手伝いをしていたんです

よ。最初はボランティア活動への参加だけでしたが、何度か石部に通ううちに、すっか

り美しい棚田のある景色に惚れ込んでしまって（笑）。気がつけば個人的にも石部を訪れ

るようになっていたんですよね。それ以来、ボランティアではできなかった田植えや代

掻きなどの手伝いもさせてもらうようになり、ますます棚田（49）が好きになりました。 

	 もともと僕は新潟生まれ。実家が米作りを行っていることもあって、大学卒業後は農

業の道に進みたいと考えていました。ちょうど進路を検討している時期に、大学の恩師

から石部で「地域おこし協力隊」の募集があるという話を聞き、「大好きな棚田のために

できることがあるのなら」と応募を決めました。大学卒業後の進路としては一般的な選
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択肢ではなかったので、実は親の反対もありました。ただ、最後は、「とにかくやりたい

ことがあるから」と押し切って（笑）。 

 

	 この隊員は、大学を卒業してすぐ協力隊に参加した。現在彼は、棚田の維持保全作業、地元の小

学校に通う児童や保護者を中心に地域学習を行う「棚田百笑くらぶ」（50）の補助、担当地域の地域振

興にかかわる仕事（自然学校事業の推進、農業体験プログラムの整備など）などに取り組んでいる

という。この隊員のように、協力隊に参加した動機として農業への興味をあげた者は 38 件中 3 件

であり（8％）、これらの人びとの前職は食品メーカー会社の営業職や農業従事者などであった。 

	 他方、島根県美郷町別府地域の協力隊に参加したある隊員は、その動機や経緯について次のよう

に述べている。 

 

［エピソード 3］ 

	 僕は、もともと大学で総合政策を学び、大学を卒業し、北海道のシンクタンクに就職

しました。その後、大学院を経て、東京のシンクタンクに就職しました。シンクタンク

では、経済や福祉、環境、教育など様々な分野の事業を実施するなど、政策を実施する

立場にいました。しかし、現場に入ってみないとわからないこともあると思い、協力隊

員に応募しました。実際に自分も地域で暮らしてみて、地域の方々と触れ合いをもたせ

ていただくことで、地域に密着した目線を持ちたい、と考えたんです。地域の皆さんの

思いをくみとって、地域に最適な地域政策を実施することが理想であり、それを目標と

して、今後も活動していきたいと思っております。 

 

	 この隊員は、民間のシンクタンクでの勤務経験を通して現場に入ってみないとわからないことも

あると感じ、地域に根ざした微視的な視点を感得したいと考えた。そして現場を知り、そうしたエ

ミックな視点を感得するための手段として地域おこし協力隊に参加することを選んだ。現在、彼は

担当地域における農業の担い手の高齢化問題に対する支援を中心に活動しているという。この隊員

のように、協力隊に参加した動機として「現場を知る」必要の気づきをあげた隊員は 38 件中 3 件

であり（8％）、これらの隊員の前職は環境 NPO や自然エネルギー会社のコンサルタントなどであ

った。 

	 一方で、愛知県設楽郡豊根町の協力隊に参加したある隊員は、その動機について次のように述べ

ている。 
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［エピソード 4］ 

	 自給自足の暮らしによる地方定住がしたくて WWOOF（51）で有機農業の体験をしてい

た時に、参加者から地域おこし協力隊の公募の話を聞いたのがきっかけです。もともと

僕は、2 年間社会人をしたのちワーキングホリデーを使って 3 年間オーストラリアやニュ

ージーランドに在住。帰国して仕事を探していたところでした。様々な国の人たちと交

流するうちに日本のことを知らない自分に気づき、伝統的な文化や暮らしの残る地域で

それを学びたいとも思っていました。 

 

	 この隊員は、現在、山村留学（52）事業の展開や地域通貨の制度づくりに取り組んでいるという。

協力隊は、一見すると「国際」や「海外」、あるいは「外国」や「外向き」といった言葉とは対を

なす制度のように思われる。しかし、この隊員のように海外での生活や就労を経験したのちに「日

本」を知ることへの興味を抱き、それを契機として協力隊に参加する隊員は少なくない。たとえば、

鹿児島県西之表市の協力隊に参加したある隊員は、その動機について次のように述べている。 

 

［エピソード 5］ 

	 以前は、国際交流 NGO ピースボート(53)の職員として国際交流を目的とした船旅のプロ

グラムコーディネイトに携わっていました。船旅を通して地球の大きさを体感し、人や

自然、文化を知ることから、平和・貧困・環境問題などの解決に取り組むきっかけづく

りを行う活動で、8 年間勤務しました。その過程で、日本の外だけではなく、まず足元の

地域に関わるような活動をしていきたいと思うようになり、ちょうど仕事の区切りがつ

いた 2 年前に退職。関東を拠点に行き来しながら、活動をスタートさせていたところ、

地域おこし協力隊の募集を偶然発見し、応募しました。 

 

	 この隊員は、同 NGO での活動を通じて世界のさまざまな地域を訪れる機会に恵まれ、そのなか

で日本の「外」だけでなく、「内」に対しても貢献する必要を痛感した。そしてその結果日本の地

域に関わることができる活動を志向するようになり、最終的に協力隊に参加した。現在、彼女は担

当地域の特産品である生姜の栽培を促進する「なかわり生姜山農園」プロジェクトの展開を中心に

活動しているという。以上みてきた 2 人の隊員のように、海外での生活や就労を経たのちに日本の

文化や暮らしに対する興味を再燃させたことを協力隊に参加した動機としてあげた隊員は38件中6

件であり（16％）、これらの隊員の前職は、NGO 団体、青年海外協力隊、食品会社などであった。 



39 

	 一方で、高知県本山町の協力隊に参加したある隊員は、その動機や経緯について次のように述べ

ている。 

 

［エピソード 6］ 

	 この春まで大学院の法学系の学科にいたのですが、就職活動が難航している時に協力

隊の募集に出会いました。友人が新聞に掲載されていた募集情報を教えてくれたんです。

いろいろ考えて、応募したのは締め切りギリギリでした。自治体経営論などを学び、地

域行政に携わりたいと思っていましたが、地域おこし協力隊には、まちづくりそのもの

にダイレクトに関わることができる魅力を感じましたね。 

 

	 この隊員は、就職難を契機として地域おこし協力隊への興味をもち、社会人としての経験を経ず

に大学院を卒業してすぐ協力隊に参加した。現在、彼は大学で学んだ知識を活かして交付金の申請

業務に取り組んだり、地元の酒蔵が焼酎の製造免許を取得することの補助などを行っているという。 

日本では 2008 年のリーマンショック以降経済が低迷し、2011 年の 3 月卒業生の前年 10 月 1 日時点

の内定率（就職希望者に占める内定取得者の割合）が 57.6％を記録するなど、近年学生の就職難が

大きな社会問題となっている（54）。この隊員のように、協力隊に参加した動機やその契機としてそ

うした近年の日本における就職難をあげるものは少なくない。たとえば、北海道利尻町の協力隊に

参加したある隊員は、その動機や経緯について次のように述べている。 

 

［エピソード 7］ 

	 現在 23 歳なのですが、大学を卒業してすぐ協力隊に就任しました。神奈川県出身で東

京の大学に通っていたため、もともとは首都圏で就職活動をしていたのですが、世情も

あって厳しいのが現状。そんな時、地域おこし協力隊の募集をインターネットで知って、

このような制度を利用させていただいて社会人になっていくというのも面白いと思った

んです。実際、地域おこし協力隊ならではの特殊な立場や、東京で一般の企業に入った

ばかりの人間にはおそらく任せてもらえないような仕事もさせていただけることに魅力

とやりがいを感じています。自由度も高いので、自分のやりたいことや目指しているこ

とを試して挑戦していくことができる活動です。 

 

	 この隊員は、当初は一般の企業に入社していわゆる会社員として働いていくつもりであったが、
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就職難の煽りから就職活動が難航し、自分が望む条件に合致する職を得られなかった。そんなとき、

インターネットを通じて協力隊のことを知ってその制度内容に興味を抱き、最終的に参加するに至

った。現在、彼は担当地域の広報誌およびホームページの作成、地域で開催される各種イベントの

補助などを中心に活動しているという。この 2 人を含め、協力隊に参加した動機として就職難の影

響をあげたものは 38 件中 3 件（8％）であり、彼らの前職は大学生や大学院生であった。 

	 他方、鳥取県八頭町の協力隊に参加したある隊員は、その動機や経緯について次のように述べて

いる。 

 

［エピソード 8］ 

	 私は、大学時代は発展途上国や国際協力について学んでいました。青年海外協力隊（55）

の募集を控えた卒業間際、東日本大震災に遭い、海外に向いていた目が日本の現状に向

くようになりました。卒業後、「田舎で働き隊！」に応募し、鳥取県智頭町で初めての田

舎暮らしを経験。村の方々と接する中で、山や川を生活の一部に利用する営みが、今で

も当たり前に続けられていることを知り、大きな刺激を受けました。また同時に、その

「営み」を受け継がなければならない時期にきているという危機感を感じ、「受け継ぐな

ら今しかない。その仕組み作りをしていこう」と考えました。地域おこし協力隊は、「田

舎で働き隊！」の活動期間に出会った知人に紹介され、自分の想いが表現出来ると感じ

た「八頭地域おこし協力隊」に応募しました。 

 

	 この隊員は、かねてより途上国支援や開発の分野に興味を抱いており、大学では発展途上国や国

際協力について学び、卒業後は青年海外協力隊への参加を予定していた。しかし彼女は、2011 年 3

月 11 日に発生した東日本大震災（以下、震災）を契機として、日本の復興に寄与する必要、地域

の活力や伝統を後世に伝える重要性を認識した。そしてその結果として、「田舎で働き隊！」の一

員としての活動を経て協力隊に参加するに至った。現在、彼女は担当地域における特産品の開発や

交流体験事業の企画提案などを中心に活動しているという。この隊員のように、協力隊に参加した

動機として震災の影響をあげるものは少なくない。たとえば、長崎県壱岐市の協力隊に参加したあ

る隊員は、その動機や経緯について次のように述べている。 

 

［エピソード 9］ 

	 「海女さんになりたい」という気持ちが先行し、その夢をつかむための手段として「地
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域おこし協力隊」がありました。もともと、岩手県の陸前高田市出身。海に囲まれた土

地で育ち、父は漁師という環境だったので、海は身近な遊び場でした。東京で 10 年近く

百貨店店員として働いたのですが、東日本大震災の際、家族と長崎市に一時避難をした

のをきっかけに、「自分はどこで、何をしたいのか」を考え始めました。生活拠点を長崎

市に移したあと、「キレイな海と美味しい魚に囲まれた生活がしたい」という思いがどん

どん大きくなり、「海女さんになりたい」とはっきり将来像を思い描くようになりました。

その実現可能性を探っていたときに、「地域おこし協力隊」として海女さん後継者を探し

ていることを知りあいづてに聞き、チャンスをくれるこの島に住もうと決意しました。 

 

	 この隊員は、震災によって生まれ育った地元を離れることを余儀なくされ、その経験のなかで自

らの生き方を再考する機会を得た。そして自らの生き方について葛藤するなかで、「自分が生きた

い場所」や「やりたいこと」を探るようになり、その結果かねてより興味を抱いていた海女として

生きることを志向し、その実現のために協力隊に参加した。現在、彼女は、5 月から 9 月の間の漁

期はほとんど毎日海に入り、それ以外の時期は担当地域における特産物を使用した加工品の生産、

イベントパンフレットや観光マップの作成などに取り組んでいるという。以上みてきた 2 人の隊員

のように、協力隊に参加した動機として震災の影響をあげた隊員は 38 件中 3 件（8％）であり、こ

れらの隊員の前職は「田舎で働き隊！」や飲食関連などが中心であった。 

	 他方、福島県伊達市の協力隊に参加したある隊員は、その動機や経緯について次のように述べて

いる。 

 

［エピソード 10］ 

	 宮城県出身で東京の大学を卒業。塾講師や編集の仕事に就き、特にフェイス・トゥー・

フェイスでできる業務が楽しく、やりがいを感じ、頑張っていました。しかし、この先

の人生を考えた時、それを続けていくのももちろんいいのですが、職場でのポジション

を超えて「何か私だけにしかできないことをしたい」と思うようになったんです。また、

国際関係学科にいた大学時代、「イギリスとかアメリカの経済などはわかっても、自分は

日本のことを知らない。もっと知りたい」と感じさせられました。その思いがずっと心

の根底にあったんです。それをシンクタンクに勤務する友人に相談したら、地域おこし

協力隊のことを教えてくれました。専門的なスキルや経験を問われないため、応募しや

すかったのも事実です。 
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	 この隊員は、海外の文化に興味を抱いていたことを理由として大学では国際関係学を学び、卒業

後は塾講師や雑誌編集の仕事に就いて日々の業務に励んだ。しかし、年齢を重ねたことを契機に自

らの人生の展望を再考し、そうした業務は自分以外の誰かでも遂行できるものであることに気づい

た。そして彼女は、仕事として「自分にしかできないこと」をやりたいと考えるようになった。そ

のとき、彼女の脳裏を大学在学中に抱いていた「自分は日本のことを知らない。もっと知りたい」

という思いがよぎり、「自分にしかできないこと」と「日本を知る」という 2 つの願望を実現する

ため、その手段として協力隊に参加した。現在、彼女は担当地域における暮らしを都会で暮らす子

どもに経験してもらうためのキャンプ事業の展開に取り組んでいるという。 

	 また、佐賀県江北町の協力隊に参加したある隊員は、その動機や経緯について次のように述べて

いる。 

 

［エピソード 11］ 

	 子供の頃から自然が好きで、自然に関わるような仕事がしたいと漠然と考えていまし

た。大学 4 年生になり、なんとなく就職活動を始め、一般職の会社に内定をもらいまし

た。内定をもらった安心感から「本当に自分がやりたいことはなんだろう」とゆっくり

考える時間ができ、その時間の中で「自然」と関わりたいという思いがだんだんと強く

なっていきました。それから就職活動をやり直し、農業法人で求人を探していたところ

たまたま「地域おこし協力隊」を見つけ、絶対にやりたい！と強く感じました。複数の

地域に応募していたのですが、江北町の方は面接の前にわざわざ福岡まで来ていただき、

町のことや任期後の仕事内容など、イメージしやすいような説明を具体的にお話しして

くださいました。会話をしている時に違和感なく話せたのもあり、江北町に移住を決め

ました。 

 

	 この隊員は大学を卒業してすぐに協力隊に参加したが、当初は協力隊に参加するつもりはなく、

卒業を間近に控えた大学 4 年生になったとき就職活動に取り組みはじめた。その後、彼女は一般職

の会社から内定をもらった。しかし彼女は、進路が決定した安心感から自らの将来や仕事について

熟考する余裕が生まれ、「本当にやりたいこと」について考え始めた。その結果、彼女は曖昧なが

らも幼少期から抱いていた自然への興味や関心にしたがい、自然に関わる仕事に就くことを志向し、

その実現にむけた手段として協力隊に参加した。現在、彼女は担当地域住民のためのコミュニテ

ィ・スペースづくりの推進、空家・空き店舗管理事業の展開などを中心に活動しているという。 
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	 以上みてきた 2 人の隊員のように、協力隊に参加した動機として「自分にしかできないこと」や

「本当にやりたいこと」の追求をあげる隊員は 38 件中 12 件（32％）であり、これらの隊員の前職

は、営業職、学生、インターネット関連会社、農業研修制、看護助手などであった。 

 

（3）積極的内向き志向 

	 以上 11 名のエピソードを中心に隊員が協力隊に参加した動機や経緯を確認してきた。それらを

まとめると、①田舎暮らしへの憧れ、②農業への興味、③「現場を知る必要」の気づき、④海外生

活や就労の経験、⑤就職難の影響、⑥震災の影響、⑦「本当にやりたいこと」や「自分にしかでき

ないこと」の追求、⑧その他（知人からの紹介、町おこしへの興味）の 8 点に整理できる。その割

合は以下の図 9 の通りである（図 9）。 

 

 

図９	 隊員が協力隊に参加した動機の内訳 

（筆者作成） 

 

	 まず、隊員のなかにも協力隊に参加した動機として、⑤就職難の影響をあげたものが一定数（8％）

存在することに注目したい。このことからも、日本の若者たちの間で戦略的内向き志向と呼ぶべき

傾向が存在することが確認できる。しかし一方で、①田舎暮らしへの憧れや、②農業への興味など、

協力隊に参加した動機として就職難の影響以外をあげた隊員は多かった。このように異なる動機を

もった隊員たちの行動志向・選択の過程は、戦略的内向き志向という概念で説明できるものであろ
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うか。いうまでもなく、それは不可能である。なぜなら、戦略的内向き志向が「海外に行くよりも

日本に残ったほうが得」だから「日本に残る」という志向を指すのに対して、以上みてきた隊員た

ちの動機からは、彼らがそれとは異なる内向き志向をもつことが指摘できるからである。すなわち、

隊員たちは、「海外に行くよりも日本に残ったほうが得」だから「日本に残る」のではなく、「日本

にいたいから」、あるいは「日本でやりたいことがある」から「日本に残る」という選択をしたの

である。 

	 ①田舎暮らしへの興味や②農業への興味を動機としてあげた隊員は、日本で「田舎暮らしがした

いから」、「日本で農業がしたいから」協力隊に参加した。つまり、「日本にいたい」「日本でやりた

いことがある」から日本に残ったのである。⑦「本当にやりたいこと」や「自分にしかできないこ

と」を動機としてあげた隊員はもとより、他の動機をあげた隊員らも同様に「日本にいたいから」、

「日本でやりたいことがある」から日本に残ったのである。③「現場を知る」必要の気づきを動機

としてあげた隊員は、「自らの現場をもちたいから」、「現場を知ることで新しい価値を生み出した

いから」、また④海外生活や就労の経験を動機としてあげた隊員は、「海外での生活を経験したこと

で、日本で自分がやりたいことに気づいたから」協力隊に参加した。そして⑥震災の影響を動機と

してあげた隊員も、「震災を経て自らが日本でやりたいこと、あるいはやるべきことに気づいたか

ら」、「そしてそれを実現したいから」協力隊に参加した。つまり彼らは、戦略的内向き志向をもつ

若者が日本の内向性や閉塞感に反応して受動的に視線を内側に向けるのとは異なり、自らの意志で

進んでその視線を内側にむけ、主体的に日本に残ることを選択したのである。 

	 もちろん、隊員らには「戦略性」がないわけではない。彼らも、長期的・全体的展望にたったう

えで自らの身の処し方について判断を下しているという意味では、一種の「戦略性」をもってその

視線を内側に向けたといえる。しかし、その判断の過程において、彼らは「海外に出ること」と「日

本に残ること」を秤にかけ、そのどちらが得かといったような比較はしていない。隊員らは、あく

まで彼ら自身の将来的なビジョンをもち、それに基づいて行動している。つまり、隊員らがもつ「戦

略性」は、戦略的内向き志向でいうところの現実主義的な「戦略性」とは異なる性質をもつのであ

る。 

	 以上をふまえると、内向き志向には戦略的内向き志向とは異なるもう１つの様相があることがわ

かる。それは、若者が自ら積極的に視線を内側に向けるという行動志向・選択のありかたである。

これは「積極的内向き志向」と称するにふさわしく、その実態は若者の主体性やチャレンジ精神の

表れであるといえる。 
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第４章	 結論 
 

 

	 本稿は、現代日本における内向き志向の実態を明らかにし、そのうえで今後のグローバル人材育

成の展望に言及することを目的とするものであった。まず第 2 章では、議論の前提となるグローバ

ル人材の概要に説明を加えたうえでその育成に関する問題点について言及し、①英語重視の語学教

育、②人材像の偏り、③の実態に関する検討・分析の不足の 3 つを指摘した。次に、第 3 章では、

内向き志向の実態について先行研究の検討と協力隊という 2 つの視角から考察した。ここでは、本

稿におけるここまでの議論を整理し、内向き志向の実態を明らかにする。 

	 まず、先行研究の検討により、若者の内向き志向が戦略性を帯びていることを明らかにした。本

稿では内向き志向に疑義を呈することからはじめたが、その結果、横田らが指摘したように、内向

きなのは若者自身ではなく彼らをとりまく日本社会の現状であることが確認できた。慢性的な経済

不況、2000 年代中頃に顕在化した就職難、そして日本特有の海外留学の阻害要因など、現代の日本

社会における内向性や閉塞感は強い。若者たちはそうした日本社会の潮流に冷静かつしたたかに対

応し、彼らにとっての最適解として「日本に残る」選択を行ったのだといえる。 

	 一方で、協力隊の例から自ら視線を「内側」にむけた若者を考察した筆者独自の視角に基づく考

察からは、内向き志向が積極的内向き志向たる様相をも呈していることが明らかになった。隊員の

語りから、日本の若者のなかには戦略的内向き志向をもつ若者とは異なり、その視線を自ら内側に

向ける者がいること、また「本当にやりたいこと」や「自分にしかできないこと」の追及など、彼

らは何らかの明確な理由や目的をもってその視線を内側に向けていることがわかった。日本の若者

のなかには主体性やチャレンジ精神をもって積極的に「日本に残る」ことを選択する者が存在する

のである。以上の議論をまとめると、内向き志向の実態は、若者の保守的傾向の表ればかりではな

く、彼らを取りまく日本社会の内向性や閉塞感、彼らの冷静さやしたたかさ、および主体性やチャ

レンジ精神の表れの総体であるといえる。図 10 はそうした内向き志向の実態を図に整理したもの

である（図 10）。以上をふまえれば、日本政府は内向き志向に関する認識を改め、現実に立脚した

グローバル人材育成のあり方を再考する必要があるといえる。 
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図１０	 若者の内向き志向の実態に関する概念図 

（筆者作成） 

 

	 現在のグローバル人材育成の文脈においては、内向き志向の克服が課題の 1 つにあげられている

ように、（若者が）「内向き」であることを否定的に捉えるきらいがある。たしかに、著しく進展す

るグローバル化が日本のみならず世界中に大きなインパクトをもたらしてきたなかにあって、国外

に果敢に飛び出していこうとする若者の数が減少することは国際社会における日本の存在感を弱

める危険性をはらんでいる。国際舞台で自らの意見や考えを堂々と発言し、世界を唸らせるような

人材が育たないことは、日本の対外的な情報発信力を弱めるだけでなく、日本の競争力と魅力の低

下につながり、海外の影響力ある人物や有能な人材を日本に引き付けることができなくなることを

も意味する［横田ほか 2013:88］。 

	 しかしながら、グローバル人材育成の眼目は、日本の将来的な発展に資する人材、あるいはそう

した発展の推進力たりうる人材を育成し、最終的には日本の国益を増大させることにある。にもか

かわらず、現在のグローバル人材育成の文脈においては、「内向き」を過度に忌避する風潮があり、

若者の進むべき道が「外向き」ばかりに限定され、相対的にその他の多様な将来設計のあり方が軽

んじられているといえる。近年、政府は内向き志向の克服に向けて海外留学などによる若者の海外

派遣を推し進めているが、「アームチェア留学」（56）なる言葉が流行しているように、無目的で成果

のともなわない留学を行う学生の増加が問題視されている（57）。グローバル時代のなかにあっても、

「外向き」は若者のキャリアにおける選択肢の 1 つにすぎないが、現在のような「外向き」を過度

に強調する人材育成のあり方は、そうした海外経験の目的化につながりかねない。このような若者

が日本の発展を牽引するグローバル人材になりうるのであろうか。政府が志向する「外向き」な生

き方を実践する若者が、実際にどのような利益を日本にもたらすのかについては、今後の検討が必

要であろう。 

	 一方で、同様に「内向き」もその選択肢の 1 つである。たとえその視線が内側を向いていたとし

積極的内向き志向 
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ても、若者は主体的に行動し、日本の発展に寄与できる。協力隊の例から確認したように、一般に

は「内向き」な若者と称される隊員らも、地域振興や町おこし、その他さまざまな方法を通して日

本の発展に貢献し、足元から日本の国益を増大させることに貢献していた。現在のグローバル人材

育成の枠組みではこのような若者の存在を活用できないが、「内向き」な若者も、「外向き」な若者

と同様に日本の発展に貢献できるのである。すなわち、「内向き」であったとしてもグローバル人

材に成長できないわけではない、問題は、「外向き」に固執するグローバル人材像なのである。 

	 以上をふまえれば、グローバル人材育成の文脈において、「内か外か」という二者択一的な議論

に白熱することが建設的ではないことがわかる。重要なのは、「内向き」と「外向き」に関係なく、

主体的に行動・活動する若者がその能力を存分に発揮できるような人材像を掲げることである。つ

まり、政府をはじめグローバル人材育成に携わる全ての関係各位に求められるのは、若者の視線を

「内」から「外」へ 180 度転換させることに腐心するよりも、「内」と「外」双方を包括する、新

たなグローバル人材像の構築であるといえる。 

	 ところで、経済産業相の調査によれば、2012 年時点では 168 万人（うち外国人 4 万人）であった

グローバル人材の需要は、2017 年には約 2.5 倍の 411 万人（うち外国人 33 万人）まで増加すると

推計されている［経済産業省 2012b:16-17］。このように、グローバル時代を迎えた日本においてグ

ローバル人材の必要性は高まる一方であり、よりよいグローバル人材育成のあり方を模索すること

の重要性は日々増している。こうしたなかで今後求められるのは、新たなグローバル人材像の構築

を含め、政府、実業界、教育界など、日本社会が一丸となって育成のあり方を絶えず問い直してい

く姿勢に違いない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



48 

注 
 

 

(1) 日本経済新聞のウェブサイト http://www.nikkei.com/article/DGXBZO37206690S1A211C1000000/ 

（2015/11/29 参照）より。 

(2) 地域おこし協力隊のウェブサイト http://www.iju-join.jp/chiikiokoshi/（2016/01/03 参照）より。 

(3) 総務省のウェブサイト http://www.soumu.go.jp/main_content/000380187.pdf（2015/12/6 参照）より。 

(4) 前掲注(3)。 

(5) 文部科学省のウェブサイト 

http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo4/007/gijiroku/030101/2-1.html（2015/11/20 参照） 

より。 

(6) 入国管理局のウェブサイト http://www.immi-moj.go.jp/hourei/index.html（2015/11/19 参照）より。 

(7) 帰国子女とは、「旅行などによる一時的な出国などではなく、比較的長い期間を外国に滞在して

日本にもどった子ども」［斎藤 1988:12］のことである。また、海外子女とは、「保護者の勤務の

関係で海外で暮らす子ども」［杉村 2002:21］のことである。 

(8) 文部科学省のウェブサイト http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/20/07/08080109.html（2015/11/19

参照）より。 

(9) 文部科学省のウェブサイト http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/kaikaku/1260188.html（2015/11/19

参照）より。 

(10) 経済産業省のウェブサイト http://www.meti.go.jp/policy/asia_jinzai_shikin/（2015/11/19 参照）より。 

(11) 文部科学省のウェブサイト 

http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/ryugaku/__icsFiles/afieldfile/2015/03/09/1345878_01.pdf

（2015/11/18 参照）より。 

(12) IMF のウェブサイト	

http://blog-imfdirect.imf.org/2015/09/16/with-china-slowing-faster-reforms-critical-to-generate-jobs/ 

（2015/12/04 参照）より。 

(13) 「産学人材育成パートナーシップグローバル人材育成委員会」とは、日本の産業競争力の強化、

ならびに社会のニーズに合ったグローバル人材育成を産学が連携して推進することを目的に、「産

学人材育成パートナーシップ」全体会議のもと、2009 年 11 月に経済産業省によって設置された

委員会のことである。 
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経済産業省のウェブサイト http://www.meti.go.jp/policy/economy/jinzai/san_gaku_ps/global_jinzai.html 

（2015/12/30 参照）より。 

(14) 「グローバル人材育成に関する提言」とは、政府および関係各方面によるグローバル人材育成

に関する検討の促進を目的に、明石康（財団法人国際文化会館理事長）、大島賢三（元国連大使）、

山本正（財団法人日本国際交流センター理事長）が発起人となって集まった有志懇談会が議論を

行い、2010 年 12 月にその内容をまとめ、提出した提言書のことである。 

日本学術振興会のウェブサイト http://www.jsps.go.jp（2015/12/30 参照）より。 

(15) 「国際交流政策懇談会」とは、「知の国際化」の加速および「平成の開国」の推進を目的に、

2009 年 12 月に文部科学省が有識者を誘致して設置した懇談会のことである。 

文部科学省のウェブサイト 

http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/kokusai/009/toushin/1310853.html（2015/12/31 参照）より。 

(16) 「産学連携によるグローバル人材育成推進会議」とは、「高等教育の国際化を効果的・効率的

に進め、産学官（民間・大学・省庁間連携も含む）を通じて社会全体でグローバル人材の育成に

取り組むという方針のもと、その対応方針を戦略ビジョンとしてまとめること」を目的に、文部

科学省が 2011 年 1 月から 4 回にわたって開催してきた会議のことである。 

文部科学省のウェブサイト http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/shitu/sangaku/1301805.html

（2015/12/31 参照）より。 

(17) 「グローバル人材育成に向けた提言」とは、産業界の求めるグローバル人材と、大学側が育成

する人材との間に生じている乖離の解消、ならびにグローバル人材の育成・活用を推進すること

を目的に、2011 年 6 月に経団連が公表した提言のことである［経団連 2011:2］。 

(18) 「雇用政策研究会」とは、さまざまな経済構造および労働力受給構造の変化などのもとで予想

される雇用問題に関して、効果的な雇用政策の実施に資することを目的に、2004 年 10 月に厚生

労働省が学識経験者を集って設置した研究会のことである。 

厚生労働省のウェブサイト http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/other-syokuan.html?tid=128950 

（2015/12/31 参照）より。 

(19) 「産学協同人材円卓会議」とは、日本の復興・復活に資する「人財」養成のための具体的なア

クションを喚起することを目的に、文部科学省および経済産業省の共同提案によって 2011 年 8 月

に設置された円卓会議のことである。 

文部科学省のウェブサイト 

http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/koutou/46/gaiyou/1309279.html（2015/12/31 参照）より。 
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(20) 「グローバル人材育成推進会議」とは、「新成長戦略実現会議の開催について」（2010 年 9 月閣

議決定）に基づき、日本の成長をグローバル人材の育成とそのような人材が活用される仕組みの

構築を目的に、2011 年 5 月に内閣府によって開催された会議のことである、 

内閣府のウェブサイト http://www.kantei.go.jp/jp/singi/global/（2015/12/31 参照）より。 

(21) 国際バカロレア（International Baccalaureate）とは、国際バカロレア機構が提供する国際的な教

育プログラムのことである。1968年に、チャレンジ精神に満ちた総合的な教育プログラムとして、

世界の複雑さを理解して、そのことに対処できる生徒を育成し、生徒に対し、未来へ責任ある行

動をとるための態度とスキルを身につけさせるとともに、国際的に通用する大学入学資格を与え、

大学進学へのルートを確保することを目的として設置された。 

文部科学省のウェブサイト http://www.mext.go.jp/a_menu/kokusai/ib/1307998.html（2015/11/30 参照） 

より。 

(22) JICA（Japan International Cooperation Agency）とは、日本の政府開発援助（Official Development 

Assistance: ODA）を一元的に行う実施機関である。2003 年 10 月、開発途上国が抱える問題解決

の支援を目的として設立された。 

JICA のウェブサイト http://www.jica.go.jp（2015/11/30 参照）より。 

(23) 文部科学省のウェブサイト

http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo4/007/gijiroku/030101/2-7.html（2015/11/30 参照）

より。 

(24) 日本学術振興会のウェブサイト http://www.jsps.go.jp/j-tenkairyoku/（2015/11/19 参照）より。 

(25) 日本学術振興会のウェブサイト https://www.jsps.go.jp/j-globalcoe/（2016/01/03 参照）より。 

(26) 日本学術振興会のウェブサイト http://www.jsps.go.jp/j-gjinzai/（2015/11/26 参照）より。 

(27) トビタテ！留学JAPANのウェブサイトhttp://www.tobitate.mext.go.jp/about/index.html（2015/11/19

参照）より。 

(28) 経団連グローバル人材育成スカラーシップのウェブサイト

http://idc.disc.co.jp/keidanren/scholarship/（2015/11/19 参照）より。 

(29) 文部科学相のウェブサイト http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/shougakukin/main.html より

（2016/01/03 参照）より。 

(30) WEDGE INFINITY のウェブサイト http://wedge.ismedia.jp/articles/-/4407（2016/01/03 参照）より。 

(31) 福島は、「今日の社会では、国際的な相互依存の深化や競争の激化のため、国境を越える組織、

個人が増えてきた。異質性を含む社会は同質性社会にない視点、価値観をもたらすと期待される。
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そのような社会では、従来の国籍や共通言語を基準とした集団に加え、心情、能力を基準とした

集団が数多く出現し、社会は均一なコミュニケーション空間から複雑で複合的なものとなりつつ

ある」［福島 2014:139］と述べ、そのような社会を「グローバル社会」と呼んでいる。 

(32) MBA（Master of Business Administration）とは、ビジネススクールが授与する経営学に関する学

位のことである。 

名古屋商科大学のウェブサイト http://mba.nucba.ac.jp/about-mba/（2015/11/30 参照）より。 

(33) 首相官邸のウェブサイト http://www.kantei.go.jp/jp/singi/global/suisin/dai2/gijisidai.html（2016/01/05

参照）より。 

(34) OVO のウェブサイト http://ovo.kyodo.co.jp/news/culture/a-634032（2016/01/03 参照）より。 

(35) 「コンフォート・ゾーン」とは、「居心地が良いと感じる場所や状況、または、そこにいれば

安心できる慣れ親しんだ場所」［横田ほか 2013:90］のことである。これは、日本語では安心領域

とも呼ばれ、「ぬるま湯に浸かっている」状態を指す。 

(36) 前掲注(1)。 

(37) 前掲注(1)。 

(38) 前掲注(1)。 

(39) タイガーマスク現象とは、2012 年に発生した「タイガーマスク」、あるいは「伊達直人」を名

乗る匿名の人びとが児童養護施設などにランドセルなどを寄付した運動の広がりを指した言葉の

ことである。 

日本経済研究センターのウェブサイト http://www.jcer.or.jp/column/kojima/index255.html（2015/12/21 

参照）より。 

(40) 前掲注(1)。 

(41) 前掲注(1)。 

(42) 前掲注(1)。 

(43) 前掲注(3)。 

(44) 前掲注(2)。 

(45) 前掲注(2)。 

(46) NOBUAKI TERAOKA のウェブサイト http://teraokanobuaki.info/?p=2569（2016/01/03 参照）より。 

(47) 「田舎で働き隊！」とは、農林漁業の担い手の高齢化、後継者不足、若者の流出などの地域的

課題の克服、ならびに地域の産物や自然環境等を活かした新しいビジネスの創出を目的として農

林水産省によって始められた制度である。2015 年より協力隊との募集情報の一元化、合同研修な
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どを行っており、呼称も地域おこし協力隊（旧田舎で働き隊）と統一された。 

田舎で働き隊！のウェブサイト http://www.keieiken.co.jp/inaka/index.html（2015/12/18 参照）より。 

(48) 前掲注(2)。 

(49) 棚田とは、「傾斜が多く平地と比べて生産条件の不利な、中山間地域と呼ばれる地域において、

急傾斜の斜面（斜面勾配が 20 分の 1 以上）に開発された水田」のことである。 

農林水産省のウェブサイトhttp://www.maff.go.jp/kanto/nouson/sekkei/tanada/（2016/01/03参照）より。 

(50) 「棚田百笑くらぶ」とは、静岡県松崎町において棚田の保全活動を中心に活動するボランティ

ア団体である。 

静岡県公式ホームページ http://www.pref.shizuoka.jp/kensetsu/ke-630/tanada/area/ishibu.html 

（2016/01/03 参照）より。 

(51) WWOOF（World-Wide Opportunities on Organic Farms、ウーフ）とは、主に農業体験と交流を行

う NGO である。1971 年にロンドンで設立され、その後世界各地に広まったとされる。 

WWOOF JAPAN のウェブサイト http://www.wwoofjapan.com/main/index.php?lang=jp（2015/12/07 参 

照）より。 

(52) 「山村留学」とは、「自然豊かな農村漁村に、小・中学生が 1 年間単位で移り住み、地元小中

学校に通いながら、様々な体験を積む活動」のことである。 

NPO 法人全国山村留学協会のウェブサイト http://www.sanryukyo.net/blognplus/index.php?c=1- 

（2016/01/05 参照）より。 

(53) 国際交流 NGO ピースボートとは、1983 年に国際交流を目的として設立された日本の NGO 団

体である。 

国際交流 NGO ピースボートのウェブサイト http://peaceboat.org（2015/12/07 参照）より。 

(54) 厚生労働省のウェブサイト http://www.mhlw.go.jp/toukei/list/131-1b.html（2015/12/11 参照）より。 

(55) 青年海外協力隊とは、日本の政府が行う政府開発援助（ODA, Official Development Assistance）

の一環として、外務省所轄の独立行政法人国際協力機構（JICA）が運営する海外ボランティア派

遣制度のことである。 

JICA のウェブサイト http://www.jica.go.jp/volunteer/application/seinen/（2015/12/18 参照）より。 

(56) 前掲注(27)。 

(57) 前掲注(27)。 
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Summary 
 

 

Reconsideration of Globally Competent Human Resources 
–Toward an Realization of Human Resource Development Based on the 

Realities in Contemporary Japan– 
 

 

On and after 2010, the need for training of globally competent human resources has been 

discussed actively in order to grope and realize the better desirable situation for that. One of the main problems 

related to that is a lack of examination and analysis toward unraveling the actual circumstances of “Japanese 

youth’s Inward-looking,” which is basically regarded as their passive attitude toward overseas and leaving their 

home country. The purpose of this paper is to reconsider the desirable situation for training of globally 

competent human resources through revealing the actual circumstances of “Japanese youth’s Inward-looking.” 

 At present, “Japanese youth’s Inward-looking” is being regarded as reflection of their introversion 

and passivity. In other words, it is being regarded as reflection of their own conservative thoughts. However, it 

turned out that “Japanese youth’s Inward-looking” is composed of two different aspects: “strategic 

Inward-looking” and “positive Inward-looking” through examination toward it based on study of previous 

researches and author’s peculiar perspective focusing on “Economic development projects in the area 

Cooperation Volunteers,” which is one of policies in Japan organized for regional activation. Moreover, it 

turned out that the actual circumstances of “Japanese youth’s Inward-looking” is a reflection of introversion 

and cooped-up feeling in Japan and Japanese youth’s calm, formidability, autonomy, and challenging spirit. 

 Based on the above, it is not constructive to stick to an either-or situation; whether Japanese youth 

are “Inward” or “Outward” does not matter. On the other hand, as the demand for globally competent human 

resources rises, the important thing is to grope and construct new personnel structure, which can comprehend 

not only “Outward” Japanese youth, but also “Inward” Japanese youth. 
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